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日光市地域防災計画の修正に係る新旧対照表 

 

編等 ﾍﾟｰｼﾞ 修正前 修正後 

第１編 

総論編 

1 

 

 

2 

第１節 略 

 

第２節 防災関係機関等の責務と業務の大綱 

  

第１ 略 

 

第 2 防災関係機関等の業務の大綱 

 

１～６ 略 

 

７ 指定公共機関 

機 関 名 処 理 す べ き 業 務 等 の 大 綱 

日本郵便㈱ 

(日光郵便局)(日光

東郵便局) 

略 

東日本旅客鉄道㈱ 

(大宮支社) 

略 

東日本電信電話㈱ 

(栃木支店) 

略 

ＫＤＤＩ㈱ 

( 小 山 テ ク ニ カ ル  

センター) 

ソフトバンク㈱ 

略 

㈱ＮＴＴドコモ 

(栃木支店) 

略 

東京電力パワーグリ

ッド㈱(栃木北支社) 

略 

第１節 略 

 

第２節 防災関係機関等の責務と業務の大綱 

 

第１ 略 

 

第 2 防災関係機関等の業務の大綱 

 

１～６ 略 

 

７ 指定公共機関 

機 関 名 処 理 す べ き 業 務 等 の 大 綱 

日本郵便㈱ 

(日光郵便局)(日光

東郵便局) 

略 

東日本旅客鉄道㈱ 

(大宮支社) 

略 

東日本電信電話㈱ 

(栃木支店) 

略 

ＫＤＤＩ㈱ 

(小山ネットワーク

センター) 

ソフトバンク㈱ 

略 

㈱ＮＴＴドコモ 

(栃木支店) 

略 

東京電力パワーグリ

ッド㈱(栃木北支社) 

略 
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編等 ﾍﾟｰｼﾞ 修正前 修正後 

日本赤十字社 

(栃木県支部) 

１ 災害時における救護班の編成、医療・助

産救護の実施に関すること 

２ 災害時における避難所の設置の支援と

しての生活環境の整備、こころのケアに関

すること 

２ 災害救助等の協力奉仕者の連絡調整に

関すること 

３ 義援金品の募集、配分に関すること 

４ 日赤医療施設等の保全に関すること 

５ 輸血用血液製剤の確保及び供給に関す

ること 

日本放送協会 

(宇都宮放送局) 

略 

日本通運㈱ 

(宇都宮支店) 

略 

 

 ８～９ 略 

 

日本赤十字社 

(栃木県支部) 

１ 災害時における救護班の編成、医療・助

産救護の実施に関すること 

２ 災害時における避難所の設置の支援と

しての生活環境の整備、こころのケアに関

すること 

３ 災害救助等の協力奉仕者の連絡調整に

関すること 

４ 義援金品の募集、配分に関すること 

５ 日赤医療施設等の保全に関すること 

６ 輸血用血液製剤の確保及び供給に関す

ること 

日本放送協会 

(宇都宮放送局) 

略 

日本通運㈱ 

(宇都宮支店) 

略 

 

８～９ 略 

 13 

 

 

 

 

第３節 日光市の概要 

 

第１ 略 

 

第２ 人口の状況 

１ 人口 

平成３１年 １月現在の住民基本台帳によれば、当市の総人口は、

８２，６３８人で、今市地域が市の総人口の約７１．０％を占めてい

る。次いで日光地域の１５．０％、藤原地域の１０．２％、足尾地域

の２．２％、栗山地域の１．５％の順となっている。 

また、平成２年から平成２７年までの国勢調査の推移を見ると、当

市の総人口は、平成１７年から平成２７年までの１０年間で１０，９

０５人減少し、減少率は１１．６％であり、今後もかなりの人口減少

が進むと予測される。特に減少率が高いのは、足尾地域の約２１％、

栗山地域の２７％である。 

平成３１年 １月現在の住民基本台帳による人口密度は、１km2 あ

第３節 日光市の概要 

 

第１ 略 

 

第２ 人口の状況 

１ 人口 

令和 ２年１２月現在の住民基本台帳によれば、当市の総人口は、

８０，２３９人で、今市地域が市の総人口の約７１．５％を占めてい

る。次いで日光地域の１４．８％、藤原地域の１０．１％、足尾地域

の２．２％、栗山地域の１．４％の順となっている。 

また、平成２年から平成２７年までの国勢調査の推移を見ると、当

市の総人口は、平成１７年から平成２７年までの１０年間で１０，９

０５人減少し、減少率は１１．６％であり、今後もかなりの人口減少

が進むと予測される。特に減少率が高いのは、足尾地域の約２１％、

栗山地域の２７％である。 

令和 ２年１２月現在の住民基本台帳による人口密度は、１km2 あ
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編等 ﾍﾟｰｼﾞ 修正前 修正後 

たり５７．００人とかなり低い状況にある。最も人口密度の高い今市

地域が２４４．９６人、最も低い栗山地域が３．０６人である。 

 

【人口・人口密度等の現況】 （人、km2、人/km2） 

 日光市 

     

今市地

域 

日光地

域 

藤原地

域 

足尾地

域 

栗山地

域 

人口 82,638 58,642 12,427 8,467 1,897 1,205 

面積 1,449.83 243,54 320.90 272.27 185.79 427.37 

人口密度 57.00 240.80 38.73 31.10 10.21 2.82 

（平成３１年 １月現在：住民基本台帳） 

注）市全域の面積については、国土地理院による「全国都道府県市区町村

別面積調」（毎年公表）の計測方法の変更に伴い従来の 1449.87km から

1449.83km に変更。各地域の面積は、平成２５年までの面積調における従

来の測定方法に基づく数値のため、合計が日光市の面積と一致しない。 

 

２ 世帯数・１世帯当たりの構成人員 

平成３１年 １月現在の住民基本台帳による当市の世帯数は３６，

４９３世帯で、１世帯当たりの構成人員は２．２６人（平成２７年国

勢調査結果は２．５０人）となっており、県平均（２．４８人）を下

回っている。 

また、平成２年国勢調査からの推移を見ると、各地域・市全体値と

も年々減少しており、特に今市地域では、平成２年に比べると０．７

人の減少となっている。平成３１年 １月の住民基本台帳では、藤原

地域、足尾地域及び栗山地域が２人を割っている状況である。 

今後も、核家族化の進行が続くと考えられ、その結果、高齢者（避

難行動要支援者）となる世帯の増加が予想される。 

【世帯数・１世帯当たりの人員の現況】  （人、世帯） 

 

     

 
今市地

域 

日光地

域 

藤原地

域 

足尾地

域 

栗山地

域 

世帯 36,493 24,408 5,854 4,411 1,198 622 

１世帯当たり

の人員 
2.26 2.40 2.12 1.92 1.58 1.94 

（平成３１年 １月現在：住民基本台帳） 

たり５５．３４人とかなり低い状況にある。最も人口密度の高い今市

地域が２４４．９６人、最も低い栗山地域が３．０６人である。 

 

【人口・人口密度等の現況】 （人、km2、人/km2） 

 日光市 

     

今市地

域 

日光地

域 

藤原地

域 

足尾地

域 

栗山地

域 

人口 80,239 57,480 11,840 8,096 1,722 1,101 

面積 1,449.83 243,54 320.90 272.27 185.79 427.37 

人口密度 55.34 236.02 36.90 29.74 09.27 2.58 

（令和 ２年１２月現在：住民基本台帳） 

注）市全域の面積については、国土地理院による「全国都道府県市区町村

別面積調」（毎年公表）の計測方法の変更に伴い従来の 1449.87km から

1449.83km に変更。各地域の面積は、平成２５年までの面積調における従

来の測定方法に基づく数値のため、合計が日光市の面積と一致しない。 

 

２ 世帯数・１世帯当たりの構成人員 

令和 ２年１２月現在の住民基本台帳による当市の世帯数は３６，

５３１世帯で、１世帯当たりの構成人員は２．１８人（平成２７年国

勢調査結果は２．５０人）となっており、県平均（２．４１人）を下

回っている。 

また、平成２年国勢調査からの推移を見ると、各地域・市全体値と

も年々減少しており、特に今市地域では、平成２年に比べると０．７

人の減少となっている。令和 ２年１２月の住民基本台帳では、藤原

地域、足尾地域及び栗山地域が２人を割っている状況である。 

今後も、核家族化の進行が続くと考えられ、その結果、高齢者（避

難行動要支援者）となる世帯の増加が予想される。 

【世帯数・１世帯当たりの人員の現況】  （人、世帯） 

 

     

 
今市地

域 

日光地

域 

藤原地

域 

足尾地

域 

栗山地

域 

世帯 36,531 24,728 5,745 4,342 1,122 594 

１世帯当たり

の人員 
2.18 2.32 2.06 1.86 1.53 1.85 

（令和 ２年１２月現在：住民基本台帳） 

日光市 日光市 
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編等 ﾍﾟｰｼﾞ 修正前 修正後 

３ 年齢階層別の状況 

平成３１年 １月現在の住民基本台帳によれば、当市の年齢階層別

人口は、１５歳未満の年少人口は８，１７５人、総人口の９．８９％、

１５歳以上～６５歳未満の生産年齢人口は４６，２２５人、５５．９

７％、６５歳以上の高齢者人口は２８，２０８人、３４．１３％(高齢

化率)である。 

国勢調査によると、年少人口は減少を続け、２０年間で４割程度の

大幅減少となり、生産年齢人口も減少傾向にある。その一方、高齢者

人口は増加を続け、２０年間で６割以上の大幅増加となっている。高

齢化率を見ると、足尾地域が２５年間に２４．７ポイント上昇し５２．

１％となり、人口の半数以上が高齢者である。 

全国の高齢化率は２６．６％であるのに対して、当市では地域によ

っては人口の４割～５割以上を６５歳以上の高齢者が占め、当市の高

齢化率の高さを顕著に示しており、少子高齢化の傾向が顕著である。 

【年齢階層別の人口並びに割合】        （人） 

 日光市 

     

今市地

域 

日光地

域 

藤原地

域 

足尾地

域 

栗山地

域 

人口 
82,638 58,642 12,427 8,467 1,897 1,205 

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 

うち 15 歳

未満 

8,175 6,558 908 597 70 42 

9.89% 11.18% 7.31% 7.05% 3.69% 3.49% 

うち 15～

65 歳未満 

46,255 34,102 6,307 4,496 764 586 

55.97% 58.15% 50.75% 53.10% 40.27% 48.63% 

うち 65 歳

以上 

28,208 17,982 5,212 3,374 1,063 577 

34.13% 30.66% 41.94% 39.85% 56.04% 47.88% 

（平成３１年 １月現在：住民基本台帳）第２ 人口の状況 

 

３ 年齢階層別の状況 

令和 ２年１２月現在の住民基本台帳によれば、当市の年齢階層別

人口は、１５歳未満の年少人口は７，６８２人、総人口の９．５７％、

１５歳以上～６５歳未満の生産年齢人口は４４，０６９人、５４．９

２％、６５歳以上の高齢者人口は２８，４８８人、３５．５０％(高齢

化率)である。 

国勢調査によると、年少人口は減少を続け、２０年間で４割程度の

大幅減少となり、生産年齢人口も減少傾向にある。その一方、高齢者

人口は増加を続け、２０年間で６割以上の大幅増加となっている。高

齢化率を見ると、足尾地域が２５年間に２４．７ポイント上昇し５２．

１％となり、人口の半数以上が高齢者である。 

全国の高齢化率は２６．６％であるのに対して、当市では地域によ

っては人口の４割～５割以上を６５歳以上の高齢者が占め、当市の高

齢化率の高さを顕著に示しており、少子高齢化の傾向が顕著である。 

【年齢階層別の人口並びに割合】        （人） 

 日光市 

     

今市地

域 

日光地

域 

藤原地

域 

足尾地

域 

栗山地

域 

人口 
80,239 57,480 11,840 8,096 1,722 1,101 

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 

うち 15 歳

未満 

7,682 6,235 817 549 50 31 

9.57% 10.85% 6.90% 6.78% 2.90% 2.82% 

うち 15～

65 歳未満 

44,069 32,796 5,917 4,170 681 505 

54.93% 57.05% 49.97% 51.51% 39.55% 45.86% 

うち 65 歳

以上 

28,488 18,449 5,106 3,377 991 565 

35.50% 32.10% 43.13% 41.71% 57.55% 51.32% 

（令和 ２年１２月現在：住民基本台帳） 

  《豊かな自然環境と異常気象等がもたらすもの》 

現状課題 主な対応 

略 

○ 略 

○ 略 

○当市では、風水害による大き

な被害は生じていないが、これま

でにない対策を講じる必要があ

る。 

《豊かな自然環境と異常気象等がもたらすもの》 

現状課題 主な対応 

略 

○ 略 

○ 略 

○近年の大雨等異常気象に対

応するため、      これま

でにない対策を講じる必要があ

る。 
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編等 ﾍﾟｰｼﾞ 修正前 修正後 

○ 略 

 

２ 各地域別の観点 

 現状課題 

今 

市 

地 

域 

略 

日 

光 

地 

域 

○今市地域に次いで人口が集積。高齢化率は４１．９４％と高く、

高齢化が進行。 

 

略 

 

藤 

原 

地 

域 

○１世帯当たり構成人員は１．９２人と低く、核家族化が進行。 

 

略 

 

足 

尾 

地 

域 

○平成２７年国勢調査の人口減少率は、２１．２％。高齢化率は

５６．０４％、１世帯当たり構成人員は１．５８人で、市内で

最も高齢化・核家族化が進行し、高齢者のみの世帯、一人暮ら

し高齢者の割合が最も多いと推測される。 

 

略 

 

栗 

山 

地 

域 

○平成２７年国勢調査の人口減少率は、２６．７％。高齢化率は

４７．８８％、１世帯当たり構成人員は１．９４人と低い。足

尾地域に次いで、高齢者のみの世帯、一人暮らし高齢者の割合

が多いと推測される。 

 

略 

 

注１ 老年人口比率・１世帯当たり構成人員は、平成３１年 １月の住民

基本台帳による。 

注２ 昭和５６年６月１日に改正建築基準法施行令が施行され、構造基

準が強化。 

 

第２～第３ 略 

 

○ 略 

 

２ 各地域別の観点 

 現状課題 

今 

市 

地 

域 

略 

日 

光 

地 

域 

○今市地域に次いで人口が集積。高齢化率は４３．１３％と高く、

高齢化が進行。 

 

略 

 

藤 

原 

地 

域 

○１世帯当たり構成人員は１．８６人と低く、核家族化が進行。 

 

略 

 

足 

尾 

地 

域 

○平成２７年国勢調査の人口減少率は、２１．２％。高齢化率は

５７．５５％、１世帯当たり構成人員は１．５３人で、市内で

最も高齢化・核家族化が進行し、高齢者のみの世帯、一人暮ら

し高齢者の割合が最も多いと推測される。 

 

略 

 

栗 

山 

地 

域 

○平成２７年国勢調査の人口減少率は、２６．７％。高齢化率は

５１．３２％、１世帯当たり構成人員は１．８５人と低い。足

尾地域に次いで、高齢者のみの世帯、一人暮らし高齢者の割合

が多いと推測される。 

 

略 

 

注１ 老年人口比率・１世帯当たり構成人員は、令和 ２年１２月の住民

基本台帳による。 

注２ 昭和５６年６月１日に改正建築基準法施行令が施行され、構造基

準が強化。 

 

第２～第３ 略 
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第２編 

震災対策

編 

26 

 

 

 

28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 総則 

 

第１節 略 

 

第２節 過去の主な地震災害 

 

第１ 当市に被害をもたらした主な地震 

【地震災害の履歴】 

年月日 名称 被害概要 

2011 （ 平 成

23） 

3.11 

東 日 本 大

震災 

・マグニチュード 9.0。 

・震源は三陸沖 24 ㎞。 

・最大震度は今市地域（本庁舎震度計、

瀬川震度計）で震度 5強。 

・市内の被害は死者 1名、半壊 7棟、一

部損壊多数。 

【全国の状況】 

・東北地方を中心に 8県が震度 6弱以上

を記録。 

略 略 略 

略 略 略 

※ 震源地については、前ページの「活断層の可能性がある箇所」を参照。 

 

第３節 地震被害想定 

 

第１ 地震被害の想定 

 

 １ 略 

 

 ２ 想定地震 

当市に最も甚大な被害を及ぼす可能性が高い地震を想定するため、

次のとおり、全国 ９７主要活断層帯に選定された関谷断層と、市域

において過去に発生した代表的な地震である今市地震を想定地震と

する。 

・関谷断層：地震調査研究推進本部の陸域および沿岸域において選定

第１章 総則 

 

第１節 略 

 

第２節 過去の主な地震災害 

 

第１ 当市に被害をもたらした主な地震 

【地震災害の履歴】 

年月日 名称 被害概要 

2011 （ 平 成

23） 

3.11 

東 日 本 大

震災 

・マグニチュード 9.0。 

・震源は三陸沖 24 ㎞。 

・最大震度は今市地域（本庁舎震度計、

瀬川震度計）で震度 5強。 

・市内の被害は死者 1名、半壊 7棟、一

部損壊多数。 

【全国の状況】 

・東北地方を中心に 8県が震度 6弱以上

を記録。 

略 略 略 

略 略 略 

※ 震源地については、前ページの「活断層の可能性がある箇所」を参照。 

 

第３節 地震被害想定 

 

第１ 地震被害の想定 

 

 １ 略 

 

 ２ 想定地震 

当市に最も甚大な被害を及ぼす可能性が高い地震を想定するため、

次のとおり、全国１１４主要活断層帯に選定された関谷断層と、市域

において過去に発生した代表的な地震である今市地震を想定地震と

する。 

・関谷断層：地震調査研究推進本部の陸域および沿岸域において選定
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34 

 

 

 

37 

 

 

 

 

された主要 ９７の活断層の長期評価結果 

        （栃木県北部、那須野原の西縁に沿って延びる活断層） 

・今市地震：昭和２４年(１９４９年)１２月２６日に発生した地震 

        （日光市室瀬地区を震源とする既往地震） 

 

【想定地震】 

想 定

地 震

名 

説 明 

断層の形態 

L：長さ W：幅  

D：深さ  (km) 
想定規模 Mj 

（ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ） 

断層の平均

活 動 間 隔

（千年）お

よび最新の

活動時期 

関 谷

断層 

地震 

略 

L=37.7（推定） 

W=24.0（推定） 

D= 3.0（推定） 

略 略 

今 市

地震 
略 略 略 略 

 

第２章 予防 

 

第１節 略 

 

第２節 地域防災の充実・ボランティア連携強化 

 

第１ 略 

  

第２ 個人・企業等における対策 

  

１ 市民個人の対策 

 

（１） 略 

    

（２） 略 

    

（３）非常用品等の準備、点検 

① 飲料水、食料、衣料品、医薬品、携帯ラジオ、懐中電灯等の非

常持出品の準備・点検 

② 飲料水、食料、生活必需品等の３日分相当の非常備蓄品の準備・

点検 

された主要１１４の活断層の長期評価結果 

        （栃木県北部、那須野原の西縁に沿って延びる活断層） 

・今市地震：昭和２４年(１９４９年)１２月２６日に発生した地震 

        （日光市室瀬地区を震源とする既往地震） 

 

【想定地震】 

想 定

地 震

名 

説 明 

断層の形態 

L：長さ W：幅  

D：深さ  (km) 
想定規模 Mj 

（ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ） 

断層の平均

活 動 間 隔

（千年）お

よび最新の

活動時期 

関 谷

断層 

地震 

略 

L=38.0（推定） 

W=不明     

D= 3.0（推定） 

略 略 

今 市

地震 
略 略 略 略 

 

第２章 予防 

 

第１節 略 

 

第２節 地域防災の充実・ボランティア連携強化 

 

第１ 略 

 

第２ 個人・企業等における対策 

  

１ 市民個人の対策 

 

（１） 略 

    

（２） 略 

    

（３）非常用品等の準備、点検 

① 飲料水、食料、衣料品、医薬品、携帯ラジオ、懐中電灯等の非

常持出品の準備・点検 

② 飲料水、食料、生活必需品等の３日分相当の非常備蓄品の準備・

点検 
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③ 消火器、スコップ、大工道具、発電機（発電機又は蓄電機能を

有する車両を含む）等資機材の整備・点検 

④ 家族の状況に合わせた必要物品 

 

（４）各家庭の安全点検、補強の実施（家屋の耐震化、家具転倒防止、

ブロック塀の点検、ガラス飛散防止等） 

 

③ 消火器、スコップ、大工道具、発電機（発電機又は蓄電機能を

有する車両を含む）等資機材の整備・点検 

④ 家族の状況に合わせた必要物品 

 

（４）各家庭の安全点検、補強の実施（家屋の耐震化、家具転倒防止、

ブロック塀の点検、ガラス飛散防止等） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３ 略 

 

第４ 職員に対する防災教育 

消防団（水防団）は、災害時においては消火、水防、救出・救助・

救護、避難誘導等を実施するとともに、平常時においては地域に密着

したきめ細かい予防活動、啓発活動等を実施するなど、地域防災の核

として大きな役割を果たしている。 

このため、消防本部・市（企画総務部）は、次の事業を実施し、消

防団（水防団）の育成・強化と装備の充実を図るとともに、消防（水

防）団員の加入促進等を行い、地域の防災力の向上、地域住民の安全

確保を図る。 

・ 消防（水防）団活動に必要な各種資材の整備・充実 

・ 団員に対する各種教育訓練の実施 

・ 地域住民に対する消防（水防）団活動や加入促進の広報等 

 

第５ 略 

 

第６ 災害関係ボランティアの環境整備 

 

１ 略 

 

２ 行政とボランティアとの連携 

市（地域振興部・健康福祉部）は、県、日本赤十字社栃木県支部、

県社会福祉協議会、市社会福祉協議会とともに、災害時においてボラ

ンティア活動が円滑に行われるよう、平常時からボランティア団体等

との連携を図り、ボランティア活動の調整を行う体制、ボランティア

活動拠点の確保、ボランティア同士の連携強化支援等について検討す

る。 

 

第７ 略 

 

第３ 略 

 

第４ 消防団（水防団）の活性化の推進 

消防団（水防団）は、災害時においては消火、水防、救出・救助・

救護、避難誘導等を実施するとともに、平常時においては地域に密着

したきめ細かい予防活動、啓発活動等を実施するなど、地域防災の核

として大きな役割を果たしている。 

このため、消防本部・市（企画総務部）は、次の事業を実施し、消

防団（水防団）の育成・強化と装備の充実を図るとともに、消防（水

防）団員の加入促進等を行い、地域の防災力の向上、地域住民の安全

確保を図る。 

・ 消防（水防）団活動に必要な各種資材の整備・充実 

・ 団員に対する各種教育訓練の実施 

・ 地域住民に対する消防（水防）団活動や加入促進の広報等 

 

第５ 略 

 

第６ 災害関係ボランティアの環境整備 

  

１ 略 

 

２ 行政とボランティアとの連携 

市（地域振興部・健康福祉部）は、県、日本赤十字社栃木県支部、

県社会福祉協議会、市社会福祉協議会とともに、災害時においてボラ

ンティア活動が円滑に行われるよう、平常時からボランティア団体等

との連携を図り、ボランティア活動の調整を行う体制、ボランティア

活動拠点の確保、ボランティア同士の連携強化支援等について検討す

る。 

 

第７ 略 
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第８ 略 

 

第９ 住民及び事業者による地区内の防災活動の推進（地区防災計画策定 

の推進） 

   市内の一定の地区内の住民及び当該地区に事業所を有する事業者

が、当該地区における防災力の向上を図るため、共同して防災訓練の 

実施、物資等の備蓄、高齢者等の避難支援体制の構築等地区の特性に 

応じた自発的な防災活動の推進に努めるため、必要に応じて、当該地 

区における自発的な防災活動に関する計画（地区防災計画）を作成し、 

これを地区防災計画の素案として、防災会議に提案することができ 

る。 

市（企画総務部）は、防災会議において、提案された計画の趣旨を

踏まえた上で、地域防災計画に当該計画を位置付けるものとする。 

第８ 略 

 

第９ 住民及び事業者による地区内の防災活動の推進（地区防災計画策定 

の推進） 

   市内の一定の地区内の住民及び当該地区に事業所を有する事業者

は、当該地区における防災力の向上を図るため、共同して防災訓練の 

実施、物資等の備蓄、高齢者等の避難支援体制の構築等地区の特性に 

応じた自発的な防災活動の推進に努めるため、必要に応じて、当該地 

区における自発的な防災活動に関する計画（地区防災計画）を作成し、 

これを地区防災計画の素案として、防災会議に提案することができ 

る。 

市（企画総務部）は、防災会議において、提案された計画の趣旨を

踏まえた上で、地域防災計画に当該計画を位置付けるものとする。 

 

 44 第４節 避難行動要支援者等対策 

市（企画総務部・健康福祉部）は、「日光市避難行動要支援者支援プラ

ン」に基づき、災害時の一連の行動に支援を必要とする高齢者や障がい者

などの「避難行動要支援者」に対して、情報伝達・避難誘導等の迅速な対

応が可能な体制の整備や公共施設のバリアフリー化等の対策を実施し、災

害時の全面的な安全確保を図る。 

また、市(地域振興部・観光経済部)・教育委員会は、当市の高齢化率が

約３４．１％と高く、足尾地域、藤原地域等には高齢化率が５０％を超え

る集落もあることを踏まえて、当市の重要課題として避難行動要支援者対

策の推進にあたるとともに、社会福祉施設等への指導、情報提供を行う。

さらに、国際観光都市という特性を踏まえ、外国人や観光客の安全確保体

制の向上に努める。 

 

区  分 今市地域 日光地域 藤原地域 足尾地域 栗山地域 

重 要 度 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ 

高齢化率

（注） 

３０．

７％ 

４１．

９％ 

３９．

９％ 

５６．

０％ 

４７．

９％ 

地域特性  観光客対

策、 

（孤立地

観光客対

策、 

高齢化集

高齢化集

落、（孤立

地区）対

観光客対

策、 

高齢化集

第４節 避難行動要支援者等対策 

市（企画総務部・健康福祉部）は、「日光市避難行動要支援者支援プラ

ン」に基づき、災害時の一連の行動に支援を必要とする高齢者や障がい者

などの「避難行動要支援者」に対して、情報伝達・避難誘導等の迅速な対

応が可能な体制の整備や公共施設のバリアフリー化等の対策を実施し、災

害時の全面的な安全確保を図る。 

また、市(地域振興部・観光経済部)・教育委員会は、当市の高齢化率が

約３５．５％と高く、足尾地域、藤原地域等には高齢化率が５０％を超え

る集落もあることを踏まえて、当市の重要課題として避難行動要支援者対

策の推進にあたるとともに、社会福祉施設等への指導、情報提供を行う。

さらに、国際観光都市という特性を踏まえ、外国人や観光客の安全確保体

制の向上に努める。 

 

区  分 今市地域 日光地域 藤原地域 足尾地域 栗山地域 

重 要 度 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ 

高齢化率

（注） 

３２．

１％ 

４３．

１％ 

４１．

７％ 

５７．

５％ 

５１．

３％ 

地域特性  観光客対

策、 

（孤立地

観光客対

策、 

高齢化集

高齢化集

落、（孤立

地区）対

観光客対

策、 

高齢化集
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区）対策 落（孤立

地区）対

策 

策 落（孤立

地区）対

策 

（注）平成３１年 １月住民基本台帳 

＊重要度 避難行動要支援者対策などの防災対策を進めるうえで、地域特

性などを踏まえ、対策の必要性、施設整備の必要性などの観点か

ら２つに区分。 

   ◎‐特に対策の必要性があるもの、あるいは施設整備の必要性など

が高い地域 

   ○‐一定の対策の必要性があるもの、あるいは施設整備の必要性な

どが高い地域 

 

区）対策 落（孤立

地区）対

策 

策 落（孤立

地区）対

策 

（注）令和 ２年１２月住民基本台帳 

＊重要度 避難行動要支援者対策などの防災対策を進めるうえで、地域特

性などを踏まえ、対策の必要性、施設整備の必要性などの観点か

ら２つに区分。 

   ◎‐特に対策の必要性があるもの、あるいは施設整備の必要性など

が高い地域 

   ○‐一定の対策の必要性があるもの、あるいは施設整備の必要性な

どが高い地域 

  

 

 

第１ 略 

 

第２ 避難行動要支援者等に対する対策 

 

１ 略 

第１ 略 

 

第２ 避難行動要支援者等に対する対策 

 

１ 略 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 社会福祉施設等における安全性の確保 

  

 （１） 略 

 

 （２）非常災害に関する計画書の作成 

 市（健康福祉部・各部等）は、社会福祉施設の管理責任者に対し、

非常災害の発生時における利用者の安全の確保のための対策を具

体的に定めた計画（以下「非常災害対策計画」という。）の作成を指

導するとともに、施設が避難訓練等を通じて実効性のある計画とな

るよう適宜検証を行っているかを確認する。 

 社会福祉施設の管理責任者は、非常災害対策計画に基づき、非常

災害発生時における関係機関への通報及び連絡、利用者の円滑な避

難の確保等のための体制を整備し、定期的に、当該計画及び体制を

従業者及び利用者に周知するとともに、当該計画に基づいて避難訓

練を実施するものとする。 

 

 （３）～（６） 略 

 

３ 略 

２ 社会福祉施設等における安全性の確保 

 

 （１） 略 

 

 （２）非常災害に関する計画書の作成 

 市（健康福祉部・各部等）は、社会福祉施設の管理責任者に対し、

非常災害の発生時における利用者の安全の確保のための対策を具

体的に定めた計画（以下「非常災害対策計画」という。）の作成を指

導するとともに、施設が避難訓練等を通じて実効性のある計画とな

るよう適宜検証を行っているかを確認する。 

 社会福祉施設の管理責任者は、非常災害対策計画に基づき、非常

災害発生時における関係機関への通報及び連絡、利用者の円滑な避

難の確保等のための体制を整備し、定期的に、当該計画及び体制を

従業者及び利用者に周知するとともに、当該計画に基づいて避難訓

練を実施するものとする。 

 

 （３）～（６） 略 

 

３ 略 
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53 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３ 要配慮者利用施設における対策 

 

 １ 土砂災害警戒区域等に含まれる要配慮者利用施設 

市（企画総務部）は、土砂災害警戒区域等に含まれる要配慮者利用

施設について、土砂災害や浸水害に関する情報の伝達方法、避難場所・

避難経路等の周知を行い、警戒避難体制の確立など防災体制の整備に

努める。 

 ※ 土砂災害警戒区域等に含まれる要配慮者利用施設一覧 

  

２ 土砂災害に関する避難確保計画作成の支援及び報告 

   「土砂災害警戒区域等に含まれる要配慮者利用施設一覧」に施設名

及び所在地が定められた要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、急

傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合に円滑かつ迅速な避難

の確保のため、避難確保計画を作成し、これを市に報告するものとす

る。また、当該計画を変更した場合も同様とする。 

   市（健康福祉部・企画総務部）・市教育委員会は、当該要配慮者利用

施設の所有者又は管理者に対し、避難確保計画作成の支援を行うもの

とする。 

 

３～４ 略 

 

第４～第６ 略 

 

第５節 略 

 

第６節 震災に強いまちづくり 

 

第１ 震災に強いまちづくり 

  

 １ 震災に強い都市整備の計画的な推進 

市（建設部）は、防災の観点を考慮しつつ、「日光市都市計画マスタ

ープラン」や、県が平成２３年度に策定した「栃木県都市計画区域マ

スタープラン」等に基づき、市民の協力を得て、災害に強い、安全性

の高いまちづくりに努める。 

 

２～５ 略 

 

第３ 要配慮者利用施設における対策 

 

 １ 土砂災害警戒区域等に含まれる要配慮者利用施設 

市（企画総務部）は、土砂災害警戒区域等に含まれる要配慮者利用

施設について、土砂災害や浸水害に関する情報の伝達方法、避難場所・

避難経路等の周知を行い、警戒避難体制の確立など防災体制の整備に

努める。 

 ※ 土砂災害警戒区域等に含まれる要配慮者利用施設一覧 

 

２ 土砂災害に関する避難確保計画作成の支援及び報告 

   「土砂災害警戒区域等に含まれる要配慮者利用施設一覧」に施設名

及び所在地が定められた要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、急

傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合に円滑かつ迅速な避難

の確保のため、避難確保計画を作成し、これを市に報告するものとす

る。また、当該計画を変更した場合も同様とする。 

   市（健康福祉部・企画総務部）・市教育委員会は、当該要配慮者利用

施設の所有者又は管理者に対し、避難確保計画作成の支援を行うもの

とする。 

 

３～４ 略 

 

第４～第６ 略 

 

第５節 略 

 

第６節 震災に強いまちづくり 

 

第１ 震災に強いまちづくり 

  

 １ 震災に強い都市整備の計画的な推進 

市（建設部）は、防災の観点を考慮しつつ、「日光市都市計画マスタ

ープラン」や、県の定める        「栃木県都市計画区域マ

スタープラン」等に基づき、市民の協力を得て、災害に強い、安全性

の高いまちづくりに努める。 

  

 ２～５ 略 
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55 

第２ 略 

 

第７節 地盤災害予防対策 

 

第１ 略 

 

第２ 大規模盛土造成地対策の推進 

市（建設部等）は、県が公表する大規模盛土造成地マップを基に、

大規模盛土造成地の滑動崩落防止事業の実施に努めるものとする。  

             

第３～第４ 略 

第２ 略 

 

第７節 地盤災害予防対策 

 

第１ 略 

 

第２ 大規模盛土造成地対策の推進 

市（建設部等）は、県が公表した大規模盛土造成地について、県と

連携しながら、安全性及び安全性確保に向けた取組を実施するととも

に、災害防止に努める。 

第３～第４ 略 

 

 57 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

58 

 

 

 

第８節 農林水産関係災害予防対策 

 

第１ 農地・農林水産業用施設対策 

  

１ 略 

  

２ 農業用ダム・ため池対策 

農業用ダム、ため池施設の管理者は、平常時から施設の点検を実施 

し、異常な兆候の早期発見、危険箇所の整備等に努める。 

出水時、異常時には応急措置を施すことができる体制を整備し、貯 

水制限等の措置を講じて、災害の未然防止に努める。 

また、老朽化等により施設の改良が必要なものは、計画的な整備に 

努める。ともに、農業用ため池として利用されていないものについて 

は、管理移管や統廃合を推進する。 

 

３ 略 

 

第２ 略 

 

第９節 地震情報観測・収集・伝達体制の整備 

 

第８節 農林水産関係災害予防対策 

 

第１ 農地・農林水産業用施設対策 

  

１ 略 

  

２ 農業用ダム・ため池対策 

農業用ダム、ため池施設の管理者は、平常時から施設の点検を実施 

し、異常な兆候の早期発見、危険箇所の整備等に努める。 

出水時、異常時には応急措置を施すことができる体制を整備し、貯 

水制限等の措置を講じて、災害の未然防止に努める。 

また、老朽化等により施設の改良が必要なものは、計画的な整備に 

努めるとともに、農業用ため池として利用されていないものについて 

は、管理移管や統廃合を推進する。 

 

３ 略 

 

第２ 略 

 

第９節 地震情報観測・収集・伝達体制の整備 
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第１ 宇都宮地方気象台から発表される地震情報 

【気象庁の発表する地震情報の種類】 

情報の種類 内   容 

震度速報 地震発生約２分 後 、震度３以上の全国約１８０に区

分した地域名     と地震の発生時刻を発表。         

震源に関す

る情報 

地震の発生場所（震源）やその規模（マグニチュード）に

「津波が心配ない」又は「若干の海面変動があるかもし

れないが被害の心配はない」旨を付加して発表。    

震源・震度

に関する情

報 

地震の発生場所（震源）やその規模（マグニチュード）、

震度３以上の地域名と市町村名       を発表。 

なお、震度５弱以上と考えられる地域で、震度を入手し

ていない地点がある場合は、その市町村名を発表。 

各地の震度

に関する情

報 

震度１以上を観測した地点のほか、地震の発生場所（震

源）やその規模（マグニチュード）を発表。 

なお、震度５弱以上と考えられる地域で、震度を入手し

ていない地点がある場合は、その地点名を発表。 

※ 地震が多数発生した場合には、震度３以上の地震につ

いてのみ発表し、震度２以下の地震については、その発

生回数を「その他の情報（地震回数に関する情報）」で発

表します。 

遠地地震に

関する情報 

略 

その他の情

報 

略 

推計震度分

布図 

震度５弱以上を観測した場合、観測した各地の震度デー

タをもとに、1㎞四方ごとに推計した震度（震度４以上）

を図情報として発表。 

第１ 宇都宮地方気象台から発表される地震情報 

【気象庁の発表する地震情報の種類】 

情報の種類 内   容 

震度速報 地震発生約１分半後に、震度３以上を観測した地域名（全

国を１８８地域に区分）と地震の揺れの検知時刻を速報。 

震源に関す

る情報 

「津波の心配がない」または「若干の海面変動があるか

もしれないが被害の心配はない」旨を付加して、地震の

発生場所（震源）やその規模（マグニチュード）を発表。 

震源・震度

に関する情

報 

地震の発生場所（震源）やその規模（マグニチュード）、

震度３以上の地域名と市町村毎の観測した震度を発表。   

なお、震度５弱以上と考えられる地域で、震度を入手し

ていない地点がある場合は、その市町村名を発表。 

各地の震度

に関する情

報 

震度１以上を観測した地点のほか、地震の発生場所（震

源）やその規模（マグニチュード）を発表。 

なお、震度５弱以上と考えられる地域で、震度を入手し

ていない地点がある場合は、その地点名を発表。 

※ 地震が多数発生した場合には、震度３以上の地震につ

いてのみ発表し、震度２以下の地震については、その発

生回数を「その他の情報（地震回数に関する情報）」で発

表します。 

遠地地震に

関する情報 

略 

その他の情

報 

略 

推計震度分

布図 

震度５弱以上を観測した場合、観測した各地の震度デー

タをもとに、１km 四方ごとに推計した震度（震度４以上）

を図情報として発表。 
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61 

 

 

 

 

 

 

緊急地震速

報（一般向

け） 

略 

※ 気象庁震度階級関連解説表 

 

第１０節 略 

 

第１１節 避難体制の整備 

 

第１～第４ 略 

 

第５ 帰宅困難者対策 

   

 １ 帰宅困難者の定義 

「帰宅困難者」とは、大規模震災の発生による鉄道等の交通機関の 

運行停止のために外出先で足止めされ、徒歩で自宅に帰ろうとした場

合に自宅までの距離が長距離であるために帰宅が困難となる者をい

う。 

 

 ２ 略 

 

 ３ 一斉帰宅の抑制 

震災発生直後に人々が一斉に帰宅を開始した場合、交通渋滞や路

上・駅周辺等の混雑を引き起こし、救急・救助活動の妨げになるとと

もに、転倒や落下物による負傷等の二次被害の発生のおそれがある。 

このため、「むやみに移動を開始しない」ことを基本原則に、次のと

おり一斉帰宅を抑制する対策を実施する。 

 

 （１）～（３） 略 

緊急地震速

報（一般向

け） 

略 

※ 気象庁震度階級関連解説表 

 

第１０節 略 

 

第１１節 避難体制の整備 

 

第１～第４ 略 

 

第５ 帰宅困難者対策 

 

１ 帰宅困難者の定義 

「帰宅困難者」とは、大規模震災の発生による鉄道等の交通機関の

運行停止のために外出先で足止めされ、徒歩で自宅に帰ろうとした場 

合に自宅までの距離が長距離であるために帰宅が困難となる者をい 

う。 

 

２ 略 

 

 ３ 一斉帰宅の抑制 

震災発生直後に人々が一斉に帰宅を開始した場合、交通渋滞や路

上・駅周辺等の混雑を引き起こし、応急   活動の妨げになるとと

もに、転倒や落下物による負傷等の二次被害を受ける可能性がある。 

このため、「むやみに移動を開始しない」ことを基本原則に、次のと

おり一斉帰宅を抑制する取組を実施する。 

 

 （１）～（３） 略 
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編等 ﾍﾟｰｼﾞ 修正前 修正後 

４ 一時滞在施設等の確保 

市（観光経済部）は、帰宅困難者を一時的に受け入れるための一時 

滞在施設を避難所とは別に確保するよう努める。一時滞在施設として 

は、所管施設や関係施設を指定するほか、民間事業者にも協力を求め、 

民間施設を指定するよう努める。 

市（企画総務部）は、帰宅困難者の受入れに必要な飲料水や食料、 

毛布その他必要となる物資の備蓄に努める。 

 

５ 帰宅困難者の誘導等の体制整備 

市（観光経済部）は、駅前等の滞留場所から一時滞在施設までの帰 

宅困難者の案内誘導について、鉄道事業者や県警察、消防機関との協

力体制の構築に努める。また、輸送において、（一社）栃木県バス協会

に協力を得られるよう努める。         

 

６ 外国人への支援 

市（観光経済部）は、国際交流協会等と連携し、外国人に帰宅困難 

者に対して多言語による情報の提供や相談業務等の外国人支援体制 

の確保に努める。 

４ 一時滞在施設等の確保 

市（観光経済部）は、帰宅困難者を一時的に受け入れるための一時 

滞在施設を避難所とは別に確保するよう努める。一時滞在施設として 

は、市所有の   施設を指定するほか、民間事業者にも協力を求め、 

民間施設を指定するよう努める。 

市（企画総務部）は、帰宅困難者の受入れに必要な飲料水や食料、 

毛布その他必要となる物資の備蓄に努める。 

 

５ 帰宅困難者の誘導等の体制整備 

市（観光経済部）は、駅前等の滞留場所から一時滞在施設までの帰 

宅困難者の案内誘導について、       警察等の 機関との協

力体制の構築に努める。また、輸送において、（一社）栃木県バス協会

に協力を得られるよう連絡体制を整備しておく。 

 

６ 外国人への支援 

市（観光経済部）は、国際交流協会等と連携し、外国人の帰宅困難 

者に対して多言語による情報の提供や相談業務等の外国人支援体制 

の確保に努める。 

 
 67 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１２節 火災予防及び消防・救急・救助体制 

 

第１ 略 

 

第２ 火災予防の徹底 

   

 １ 略 

 

２ 住宅防火対策の推進 

地域住民、特に、高齢者、障がい者等の要配慮者を住宅火災から守 

るため、市、県、県警察、消防本部、自主防災組織、女性防火クラブ 

等関係機関は連携して、住宅用火災警報器の普及啓発活動を実施し、 

住宅防火対策の一層の推進を図る。 

また、電気火災対策として、地震を感じたら安全が確認できるで 

電気器具のプラグを抜き、特に避難等長期に自宅を離れる場合には 

第１２節 火災予防及び消防・救急・救助体制 

 

第１ 略 

 

第２ 火災予防の徹底 

   

１ 略 

 

２ 住宅防火対策の推進 

地域住民、特に、高齢者、障がい者等の要配慮者を住宅火災から守 

るため、市、県、県警察、消防本部、自主防災組織、女性防火クラブ

等関係機関は連携して、住宅用火災警報器の普及啓発活動を実施し、 

住宅防火対策の一層の推進を図る。 

また、電気火災対策として、地震を感じたら安全が確認できるまで

電気器具のプラグを抜き、特に避難等長期に自宅を離れる場合には 
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74 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ブレーカーを落とすこと、及び感震ブレーカーの設置等の普及啓発を 

促進する。 

 

 ３～６ 略 

 

第３～第４ 略 

 

第１３節～第１４節 略 

 

第１５節 防災拠点の整備 

 

第１ 災害対策活動拠点の種類、整備等 

 

 １ 災害対策活動拠点の種類 

 

 （１）～（２） 略 

 

 （３）広域災害対策活動拠点 

    県が県営大規模公園を中心に、全国からの救援物資の一時的な集

積及び配分活動の拠点並びに緊急消防援助隊、広域緊急援助隊及び

自衛隊の後方活動及び野営の拠点として整備するものである。 

  

（４） 略 

 

 （５）広域物資拠点（一次集積拠点） 

    県が県有施設や県営都市公園など、全国からの支援物資の一次的

な集積及び配分活動の拠点として確保するものである。  

※広域災害対策活動拠点と同施設 

 

（６） 略 

 

 ２～３ 略 

 

第２～第３ 略 

 

ブレーカーを落とすこと、及び感震ブレーカーの設置等の普及啓発を

促進する。 

 

 ３～６ 略 

 

第３～第４ 略 

 

第１３節～第１４節 略 

 

第１５節 防災拠点の整備 

 

第１ 災害対策活動拠点の種類、整備等 

 

 １ 災害対策活動拠点の種類 

 

 （１）～（２） 略 

 

 （３）広域災害対策活動拠点 

    県が県営大規模公園を中心に、全国からの救援物資の一時的な集

積及び配分活動の拠点並びに緊急消防援助隊、広域緊急援助隊及び

自衛隊の後方活動及び野営の拠点として整備するものである。 

  

（４） 略 

 

 （５）広域物資拠点（一次集積拠点） 

    県が県有施設や県営都市公園など、全国からの支援物資の一次的

な集積及び配分活動の拠点として確保するものである。  

※広域災害対策活動拠点と同施設 

 

（６） 略 

 

 ２～３ 略 

 

第２～第３ 略 
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77 第１６節 建築物等災害予防対策 

 

第１ 現状と課題 

   市内には木造家屋が多く、足尾地域、栗山地域は８割以上となって

いる。また、木造家屋のうち、建築物の耐震改修の促進に関する法律

（耐震改修促進法）に基づく、現行の耐震基準の耐震性能を有さない

と想定される建築物が多い「昭和５６年以前に建築された建築物（注）」

が、足尾地域では７割にのぼる。 

県が作成した「地震被害予測・対策予測システム設計」（被害想定）

において、想定宇都宮直下型地震の揺れによる全壊・半壊棟数の被害

想定の大部分が木造による建物であることもあり、耐震改修の実施は

急務の課題となっている。 

このため、耐震性能を有しないと判断された建物に対する耐震改修

の実施について積極的に促進を図ることが重要である。 

また、平成２８年４月に発生した熊本地震において、一部自治体の

庁舎が被災により使用不能となり、役場機能の維持に支障が生じたこ

とから、市（建設部）は、防災拠点となる公共施設等の改築又は耐震

改修並びに非常用電源等必要な設備の整備に積極的に取り組む必要

がある。 

さらに、脱落によって重大な危害を生ずるおそれがある天井などの

脱落防止対策にも取り組むなど、非構造部材の耐震化を促進する。 

 

第２ 民間建築物の耐震性の促進 

 

１ 耐震診断、耐震改修の促進等 

市（建設部）は、現行の建築基準法に規定されている耐震性能を有

さないと想定される既存建築物について、耐震改修促進法に基づき、

市が策定した耐震改修促進計画により、耐震診断、耐震改修等を促進

する。また、天井の脱落防止対策についても、新しい基準や落下の危

険性を周知するとともに、必要に応じて改善の指導を行っていく。 

 

２ 耐震性に関する知識の普及 

市（建設部）は、県と連携し、建築物の耐震性強化に関する知識を

普及させるため、耐震補強等の重要性の啓発、耐震改修相談窓口の整

備、耐震アドバイザー等の派遣、県等が実施する建築技術者向け耐震

診断講習会への参加を促進するなど、既存建築物の耐震性の向上の促

進を図る。 

 

第１６節 建築物等災害予防対策 

 

第１ 現状と課題 

   市内には木造家屋が多く、足尾地域、栗山地域は８割以上となって

いる。また、木造家屋のうち、建築物の耐震改修の促進に関する法律

（耐震改修促進法）に基づく、現行の耐震基準の耐震性能を有さない

と想定される建築物が多い「昭和５６年以前に建築された建築物（注）」

が、足尾地域では７割にのぼる。 

県が作成した「地震被害予測・対策予測システム設計」（被害想定）

において、想定宇都宮直下型地震の揺れによる全壊・半壊棟数の被害

想定の大部分が木造による建物であることもあり、耐震改修の実施は

急務の課題となっている。 

このため、耐震性能を有しないと判断された建物に対する耐震改修

の実施について積極的に促進を図ることが重要である。 

また、平成２８年４月に発生した熊本地震において、一部自治体の

庁舎が被災により使用不能となり、役場機能の維持に支障が生じたこ

とから、市（建設部）は、防災拠点となる公共施設等の改築又は耐震

改修並びに非常用電源等必要な設備の整備に積極的に取り組む必要

がある。 

さらに、脱落によって重大な危害を生ずるおそれがある天井などの

脱落防止対策にも取り組むなど、非構造部材の耐震化を促進する。 

 

第２ 民間建築物の耐震性の促進 

 

１ 耐震診断、耐震改修の促進等 

市（建設部）は、現行の建築基準法に規定されている耐震性能を有

さないと想定される既存建築物について、耐震改修促進法に基づき、

市が策定した耐震改修促進計画により、耐震診断、耐震改修等を促進

する。また、天井の脱落防止対策についても、新しい基準や落下の危

険性を周知するとともに、必要に応じて改善の指導を行っていく 

 

２ 耐震性に関する知識の普及 

市（建設部）は、県と連携し、建築物の耐震性強化に関する知識を

普及させるため、耐震補強等の重要性の啓発、耐震改修相談窓口の整

備、耐震アドバイザー等の派遣、県等が実施する建築技術者向け耐震

診断講習会への参加を促進するなど、既存建築物の耐震性の向上の促

進を図る。 
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編等 ﾍﾟｰｼﾞ 修正前 修正後 

 ３～４ 略 

 

第３ 公共建築物の耐震性等の強化 

  

 １ 略 

 

 ２ 公共建築物の耐震性の強化 

 

 （１）市役所本庁、行政センターの整備 

     市（財務部・建設部）は、災害対策の中枢施設として重要な役割

を担う市役所本庁、各行政センターについて、計画的に耐震診断を

行い、必要に応じ耐震補強工事、非構造部材の耐震対策を行うなど、

重点的に耐震性の確保を図る。 

 

（２）～（４） 略 

 

 ３ 略 

 

第４ 略 

 

第５ ブロック塀等の倒壊防止、窓ガラス等の落下防止 

 

 １ ブロック塀等の倒壊防止 

昭和５３年６月に発生した宮城県沖地震では、ブロック塀等の倒壊

による被害が大きく、死亡事故も発生したことから、ブロック塀等倒

壊防止のための施策を推進してきたが、平成７年１月に発生した阪

神・淡路大震災や平成３０年６月に発生した大阪北部地震において

も、多くの被害が生じた。このため、市（建設部）は、ブロック塀等

の倒壊防止のため、市民に対して十分な指導啓発活動を行い、安全対

策を推進する。 

 

第１７節 略 

３～４ 略 

 

第３ 公共建築物の耐震性等の強化 

  

 １ 略 

 

 ２ 公共建築物の耐震性の強化 

 

 （１）市役所本庁、行政センターの整備 

     市（財務部・建設部）は、災害対策の中枢施設として重要な役割

を担う市役所本庁、各行政センターについて、計画的に耐震診断を

行い、必要に応じ耐震補強工事、非構造部材の耐震対策を行うなど、

重点的に耐震性の確保を図る。 

 

  （２）～（４） 略 

 

 ３ 略 

 

第４ 略 

 

第５ ブロック塀等の倒壊防止、窓ガラス等の落下防止 

 

 １ ブロック塀等の倒壊防止 

昭和５３年６月に発生した宮城県沖地震では、ブロック塀等の倒壊

による被害が大きく、死亡事故も発生したことから、ブロック塀等倒

壊防止のための施策を推進してきたが、平成７年１月に発生した阪

神・淡路大震災や平成３０年６月に発生した大阪北部地震において

も、多くの被害が生じた。このため、市（建設部）は、ブロック塀等

の倒壊防止のため、市民に対して十分な指導啓発活動を行い、安全対

策を推進する。 

 

第１７節 略 
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 86 第１８節 危険物施設等災害予防 

 

第１ 消防法上の危険物 

当市における危険物施設（許可施設）は、７０７施設あり（平成３ 

１年４月１日現在）、適時、消防本部等が必要な安全対策の指導を行 

っている。 

消防本部及び消防法上の危険物を取り扱う施設（以下本節において 

「危険物施設」という。）の所有者等は、災害に起因する危険物の漏

洩、爆発等に備え、平常時から次により危険物施設の安全確保に努め

る。 

   

第２～第５ 略 

 

第１９節～第２０節 略 

第１８節 危険物施設等災害予防 

 

第１ 消防法上の危険物 

当市における危険物施設（許可施設）は、７０１施設あり（令和２ 

 年４月１日現在）、適時、消防本部等が必要な安全対策の指導を行

っている。 

消防本部及び消防法上の危険物を取り扱う施設（以下本節において 

「危険物施設」という。）の所有者等は、災害に起因する危険物の漏 

洩、爆発等に備え、平常時から次により危険物施設の安全確保に努め 

る。 

   

第２～第５ 略 

 

第１９節～第２０節 略 

 
 91 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２１節 文教・文化財対策 

 

第１ 公立学校の対策 

 

１ 学校安全計画等の作成 

市立の小学校、中学校（以下「学校等」という。）は、学校保健法に 

基づき作成する「学校安全計画」の中で災害安全の事項を盛り込むと

ともに、地域・学校の実態、地域の特性等に応じ、大規模災害時にお

ける児童・生徒の安全確保、保護者等との連絡体制、施設設備の被害

状況の把握、時間外における教職員の参集方法等について別途定めて

おき、防災面における安全教育の充実と安全管理の徹底を図る。 

なお、学校安全計画を作成する際、年間を見通した総合的な基本計

画として、次のような事項を盛り込み立案する。 

 

【学校安全計画作成上の留意点】 

（１）災害教育に関

する事項 

① 学年別、月別の関連教科、道徳、総合的な学

習の時間及び総合的な探求の時間における指

導事項  

② 特別活動、部活動等における指導事項 

（２）災害管理に関

する事項 

略 

第２１節 文教・文化財対策 

 

第１ 公立学校の対策 

 

１ 学校安全計画等の作成 

市立の小学校、中学校（以下「学校等」という。）は、学校保健法 

に基づき作成する「学校安全計画」の中で災害安全の事項を盛り込む 

とともに、地域・学校の実態、地域の特性等に応じ、大規模災害時に 

おける児童・生徒の安全確保、保護者等との連絡体制、施設設備の被

害状況の把握、時間外における教職員の参集方法等について別途定め

ておき、防災面における安全教育の充実と安全管理の徹底を図る。 

なお、学校安全計画を作成する際、年間を見通した総合的な基本計

画として、次のような事項を盛り込み立案する。 

 

【学校安全計画作成上の留意点】 

（１）災害教育に関

する事項 

① 学年別、月別の関連教科、道徳、総合的な学

習の時間及び総合的な探求の時間における指

導事項  

② 特別活動、部活動等における指導事項 

（２）災害管理に関

する事項 

略 
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編等 ﾍﾟｰｼﾞ 修正前 修正後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

98 

（３）災害に関する

組織活動 

略 

 

２～３ 略 

 

第２ 略 

 

第２２節～２３節 略 

 

第２４節 災害廃棄物等の処理体制の整備 

  

第１ 略 

 

第２ 災害廃棄物等の処理体制の整備 

 

１ 市の対策 

市は災害時における災害廃棄物等の処理体制の整備、処理施設にお 

ける災害対策の強化等を図る。 

また、あらかじめ仮置場の設置・運用等を示した「廃棄物マニュア

ル」の見直し等、平時の備えに務める。 

 

２ 略 

 

（３）災害に関する

組織活動 

略 

 

２～３ 略 

 

第２ 略 

 

第２２節～２３節 略 

 

第２４節 災害廃棄物等の処理体制の整備 

 

第１ 略 

 

第２ 災害廃棄物等の処理体制の整備 

 

１ 市の対策 

市は災害時における災害廃棄物等の処理体制の整備、処理施設にお 

ける災害対策の強化等を図る。 

 また、あらかじめ仮置場の設置・運用等を示した「廃棄物マニュア

ル」の見直し等、平時の備えに努める。 

 

２ 略 

 

 99 

 

 

 

 

107 

 

 

 

 

 

 

第３章 応急対策 

 

第１節 略 

 

第２節 情報の収集・伝達及び通信確保対策 

 

第１ 略 

 

第３章 応急対策 

 

第１節 略 

 

第２節 情報の収集・伝達及び通信確保対策 

 

第１ 略 
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114 

 

第２ 地震情報の伝達 

【地震情報等の伝達系統】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 相互応援協力・応援派遣要請 

 

第１～第３ 略 

 

第２ 地震情報の伝達 

【地震情報等の伝達系統】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 相互応援協力・応援派遣要請 

 

第１～第３ 略 

 

 117 第４節 災害救助法の適用 

 

第１ 災害救助法の適用基準 

  

 １ 略 

 

２ 生命・身体への危害が生じた場合 

多数の者が生命又は身体に危害を受け、又は受けるおそれが生じた 

場合であって、厚生労働省令で定める基準に該当する場 

合。（４号基準） 

 

第２～第４ 略 

 

 

第４節 災害救助法の適用 

 

第１ 災害救助法の適用基準 

  

 １ 略 

 

２ 生命・身体への危害が生じた場合 

多数の者が生命又は身体に危害を受け、又は受けるおそれが生じた 

場合であって、内閣府  令で定める基準に該当する場 

合。（４号基準） 

 

第２～第４ 略 

 

宇
都
宮
地
方
気
象
台 

県(危機管理課 

・消防防災課) 

市 

(総務課) 

市
民

・
団
体 

Ｎ Ｔ Ｔ 東 日 本 

ＮＨＫ宇都宮放送局 

国土交通省鬼怒川ダム

統 合 管 理 事 務 所 

各行政 

センター 

J R 東 日 本 大 宮 支 店 

東京電力パワーグリッ（㈱）栃木北支社栃木給電所 

宇
都
宮
地
方
気
象
台 

県(危機管理課 

・消防防災課) 

市 

(総務課) 

市
民

・
団
体 

ＮＨＫ宇都宮放送局 

国土交通省鬼怒川ダム

統 合 管 理 事 務 所 

各行政 

センター 
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 120 第５節 避難対策 

 

第１～第３ 略 

 

第４ 避難所の開設、運営 

 

 １ 避難所等の開設 

  

（１）～（２） 略 

 

（３）市（企画総務部）は、新型コロナウイルス感染症等の発生、まん

延防止のため、発生した災害や被災者の状況等に応じ、避難所の収

容人数を考慮し、あらかじめ指定した指定避難所以外の避難所を開

設するなど、可能な限り多くの避難所の開設を図るとともに、ホテ

ルや旅館の活用等を検討する。 

 （３） 略 

  

（４） 略 

  

（５） 略 

  

（６） 略 

 

２ 避難所等の運営 

  

（１）～（２） 略 

 

（３）市（教育部・健康福祉部等）は、避難所等の衛生状態を常に良好 

に保つようとともに、避難者に対して手洗い、咳エチケット等の基

本的な感染対策を徹底することとし、避難所内の十分なに努める。

また、避難所における良好な生活環境を確保するため、必要に応じ、

仮設トイレやマンホールトイレを早期に設置するとともに、被災地

の衛生状態の保持のため、清掃、し尿処理、生活ごみの収集処理等

についても必要な措置を行う。 

 

 （４）～（７） 略 

  

（８）市（教育部・健康福祉部等）は、必要に応じ、家庭動物（ペット）

第５節 避難対策 

 

第１～第３ 略 

 

第４ 避難所の開設、運営 

 

 １ 避難所等の開設 

  

（１）～（２） 略 

 

 （３）市（企画総務部）は、新型コロナウイルス感染症等の発生、まん

延防止のため、発生した災害や被災者の状況等に応じ、避難所等の

収容人数を考慮し、あらかじめ指定した避難所等以外の避難所を開

設するなど、可能な限り多くの避難所の開設を図るとともに、ホテ

ルや旅館の活用等を検討する。 

 （４） 略 

  

（５） 略 

  

（６） 略 

  

（７） 略 

 

 ２ 避難所等の運営 

  

（１）～（２） 略 

 

（３）市（教育部・健康福祉部等）は、避難所等の衛生状態を常に良好 

に保つとともに、避難者に対して手洗い、咳エチケット等の基本的

な感染対策を徹底することとし、避難所内の十分な換気に努める。

また、避難所における良好な生活環境を確保するため、必要に応じ、

仮設トイレやマンホールトイレを早期に設置するとともに、被災地

の衛生状態の保持のため、清掃、し尿処理、生活ごみの収集処理等

についても必要な措置を行う。 

 

（４）～（７） 略 

 

（８）市（教育部・健康福祉部等）は、必要に応じ、家庭動物（ペット）
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のためのスペースを原則として渡り廊下、駐輪場、車庫等雨が避け

られる屋外に確保するよう努める。ただし、施設に別棟の倉庫等が

あるなど、収容能力に余裕がある場合には、当該避難所に生活する

避難者の同意のもとに、居室以外の部屋に専用スペースを設け飼養

させることができる。 

 

のためのスペースを原則として渡り廊下、駐輪場、車庫等雨が避け

られる屋外に確保するよう努める。ただし、施設に別棟の倉庫等が

あるなど、収容能力に余裕がある場合には、当該避難所に生活する

避難者の同意のもとに、居室以外の部屋に専用スペースを設け飼養

させるよう努める。  

 

  

 

 

第５ 消防相互応援・広域応援等 

 

１ 県内消防相互応援協力等 

 

（１）「栃木県広域消防応援等計画」に基づく応援 

 

① 略 

② 第二次応援体制 

      一の消防機関を県内の全てのブロックの消防機関が応援する 

体制。 

 

第６～第９ 略 

 

第１０ 災害救助法による実施基準 

災害救助法が適用された場合の避難施設の供与は、次の基準により

実施する。 

 

１ 対象 

災害により現に被害を受け、又は受けるおそれのある者 

 

２ 内容 

原則として、学校、公民館等既存の建物を利用する。適当な建物を

利用することが困難な場合は、野外に 仮 小屋の設置、天幕を設営

その他適切な方法により実施する。 

避難所で の生活が長期にわたる場合等においては、避難所 に避

難している者への健康上の配慮等により、ホテル、旅館その他の宿泊

施設の借上げを実施し、これを供与することができる。 

 

 ３～４ 略 

 

第５ 消防相互応援・広域応援等 

 

１ 県内消防相互応援協力等 

 

（１）「栃木県広域消防応援等計画」に基づく応援 

 

① 略 

② 第二次応援体制 

      一の消防機関を県内の他 のブロックの消防機関が応援する 

体制。 

 

第６～第９ 略 

 

第１０ 災害救助法による実施基準 

災害救助法が適用された場合の避難所等の供与は、次の基準により

実施する。 

 

１ 対象 

災害により現に被害を受け、又は受けるおそれのある者 

 

２ 内容 

原則として、学校、公民館等既存の建物を利用する。適当な建物を

利用することが困難な場合は、野外での仮設小屋の設置、天幕の設営

その他適切な方法により実施する。 

避難所等での生活が長期にわたる場合等においては、避難所等に避

難している者への健康上の配慮等により、ホテル、旅館その他の宿泊

施設の借上げを実施し、これを供与することができる。 

  

３～４ 略 

 

  

 

第６節～第９節 略 

 

第６節～第９節 略 
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140 第１０節 緊急輸送活動 

 

第１～第５ 略 

 

第６ 災害救助法による輸送基準 

 

 １ 対象 

  

（１）被災者の避難に係る支援のための輸送 

 

 （２）～（７） 略 

 

 ２～３ 略 

第１０節 緊急輸送活動 

 

第１～第５ 略 

 

第６ 災害救助法による輸送基準 

 

 １ 対象 

  

（１）被災者の避難に係る支援のための輸送 

 

 （２）～（７） 略 

 

 ２～３ 略 

 144 第１１節 食料・飲料水・生活必需品等の調達・供給活動 

 

第１ 

 

 １～４ 略 

 

 ５ 災害救助法による実施基準 

 

（１）対象 

   次のいずれかに該当する者に対して行う。 

① 避難所に収容された 者 

② 住家の被害が全焼、全壊、流失、半焼、半壊、床上浸水等であ

って、炊事のできない者 

③ 住家に被害を受け、一時縁故地等へ避難する必要がある者 

④ 旅館やホテルの宿泊人、一般家庭の来訪客等 

 

 （２）～（５） 略 

 

第２～第３ 略 

 

第１２節～第１３節 略 

 

第１１節 食料・飲料水・生活必需品等の調達・供給活動 

 

第１ 

 

 １～４ 略 

 

 ５ 災害救助法による実施基準 

 

（１）対象 

   次のいずれかに該当する者に対して行う。 

① 避難所に避難している者 

② 住家に被害を受け現に壊、流失、半焼、半壊、床上浸水等であ

って、炊事のできない者 

③ 被災により現に炊事のできない者            

④ 旅館やホテルの宿泊人、一般家庭の来訪客等 

 

 （２）～（５） 略 

 

第２～第３ 略 

 

第１２節～第１３節 略 

 

 158 第１４節 障害物等除去活動 

 

第１～第２ 略 

第１４節 障害物等除去活動 

 

第１～第２ 略 
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第３ 道路の障害物の除去 

 

 １ 略 

 

２ 実施方法 

 道路管理者は、その管理区域の障害物の状況を調査し、速やかに路上 

障害物を除去する。 

なお、所管する道路の緊急度に応じて除去作業を実施し、特に、あら 

かじめ定められた重要物流道路及び緊急輸送路については最優先に実

施する。 

  

（１） 略 

 

第４ 略 

 

第３ 道路の障害物の除去 

 

 １ 略 

 

２ 実施方法 

 道路管理者は、その管理区域の障害物の状況を調査し、速やかに路上 

障害物を除去する。 

なお、所管する道路の緊急度に応じて除去作業を実施し、特に、あら 

かじめ定められた重要物流道路及び緊急輸送路については最優先に実

施する。 

 

（１） 略 

 

第４ 略 

 

 160 第１５節 廃棄物処理活動 

被災地の環境衛生の保全と早期の復興を図るため、市（市民環境部）及

び関係機関は、被災地及び避難所におけるごみ、がれき、し尿等の災害廃

棄物を円滑かつ迅速に処理する。 

 

区  分 今市地域 日光地域 藤原地域 足尾地域 栗山地域 

廃棄物仮

置場候補

地 
略 略 略 略 略 

 

第１ ごみやがれきの処理 

 

１ 実施体制 

市（市民環境部）は、被災地及び避難所におけるごみやがれきなど

の災害廃棄物等を生活環境、公衆衛生上支障のない方法で処理する。

処理にあたっては、既存の人員、機材、処理施設で実施するものとす

るが、市のみで対処できない場合には、相互応援協定等に基づき県に

応援を求め、緊急事態に対処する。 

 

２ 排出量の推計       

市（市民環境部）は、災害により発生する災害廃棄物等について、

平常時に把握した災害廃棄物等の発生見込量を勘案して排出量を推

計し、その処理体制を整備する。 

第１５節 廃棄物処理活動 

被災地の環境衛生の保全と早期の復興を図るため、市（市民環境部）及

び関係機関は、災害廃棄物やし尿、避難所ごみなどの災害廃棄物等を適正   

棄物を円滑かつ迅速に処理する。 

 

区  分 今市地域 日光地域 藤原地域 足尾地域 栗山地域 

廃棄物仮

置場候補

地 
略 略 略 略 略 

 

第１ ごみやがれきの処理 

 

１ 実施体制 

市（市民環境部）は、速やかに連絡体制を整備し、処理施設の稼働

状況を把握するとともに、市内の被害状況について情報収集を行う。 

処理にあたっては、既存の人員、機材、処理施設で実施するものとす

るが、市のみで対処できない場合には、相互応援協定等に基づき県に

応援を求め、緊急事態に対処する。 

 

２ 発生量及び処理可能量の推計 

市（市民環境部）は、被害を踏まえ、災害廃棄物の発生量・処理可

能量を推計し、その処理体制を整備する。             

  計し、その処理体制を整備する。 
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３ 収集運搬    

（１）市（市民環境部）は、必要により労働者を臨時雇用し、又は相互

応援協定等に基づき、県に人員、器材等の応援を求めるなど、収集

運搬体制を確立する。 

 

（２）災害時に大量に排出される粗大ごみやがれきなどの災害廃棄物等

については、一時期の処理施設への大量搬入はその処理が困難とな

るおそれがあるので、市（市民環境部）は、環境保全に支障のない

場所を仮置き場として確保し、搬入先とする。 

 

（３）災害廃棄物等は、原則として被災者自らが市（市民環境部）の指

定する場所に搬入することが望ましいが、被災者自らによる搬入が

困難な場合には、市（市民環境部）が収集運搬を行う。 

（４）市（市民環境部）は、生活ごみについては収集可能となった時点

から、できる限り早急に収集が行われるようにその体制の確立を図

る。 

 

４ 留意事項     

市（市民環境部）は、災害廃棄物等の処理にあたっては、廃棄物の

種類ごとに次の対応方針に基づき適正に処理する。           

      

                                  

        

 

（１）可燃物 

① 焼却施設の輸送可能な廃棄物は、原則として焼却施設で処理す

る。 

② プラスチック類は、できるだけ分別を行い、焼却施設に搬入す

る。 

③ 公衆衛生上やむを得ない事情がある場合に限り、露天焼却を実

施するものとし、露天焼却により発生した焼却灰は、速やかに最

終処分場に搬入する。 

 

（２）不燃物 

① 金属等の資源物は分別して再生利用する。 

② その他の不燃物は最終処分場に搬入するなど適正な処理を行

う。 

  

３ 住民等への周知 

  市は、災害廃棄物の排出方法や分別方法、仮置場利用方法等につい 

て、住民へ広報するとともに県やボランティア等とも情報を共有す 

る。 

 

（２）災害時に大量に排出される粗大ごみやがれきなどの災害廃棄物等

については、一時期の処理施設への大量搬入はその処理が困難とな

るおそれがあるので、市（市民環境部）は、環境保全に支障のない

場所を仮置き場として確保し、搬入先とする。 

 

（３）災害廃棄物等は、原則として被災者自らが市（市民環境部）の指

定する場所に搬入することが望ましいが、被災者自らによる搬入が

困難な場合には、市（市民環境部）が収集運搬を行う。 

（４）市（市民環境部）は、生活ごみについては収集可能となった時点

から、できる限り早急に収集が行われるようにその体制の確立を図

る。 

 

４ 仮置場の設置・運営 

市（市民環境部）は、大量に発生した災害廃棄物を一時的に保管す

るため、被害状況や周辺環境から適地を抽出し、仮置場を早急に設置

する。 

被災現場から仮置場へ搬入する際の分別を徹底し、可能な限り再資

源化を図る。 

 

（１）可燃物 

① 焼却施設の輸送可能な廃棄物は、原則として焼却施設で処理す

る。 

② プラスチック類は、できるだけ分別を行い、焼却施設に搬入す

る。 

③ 公衆衛生上やむを得ない事情がある場合に限り、露天焼却を実

施するものとし、露天焼却により発生した焼却灰は、速やかに最

終処分場に搬入する。 

 

（２）不燃物 

① 金属等の資源物は分別して再生利用する。 

② その他の不燃物は最終処分場に搬入するなど適正な処理を行

う。 
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（３）がれき 

ア 適切な分別を行うことにより、可能な限りリサイクルに努める。 

イ 環境汚染の未然防止又は市民、作業者の健康管理のため、適切

な措置を講ずる。 

なお、石綿については「災害時における石綿飛散防止に係る取

扱いマニュアル」（平成 19 年８月 環境省）等を参考とし、石綿

を含有する廃棄物の飛散流出や他の廃棄物との混合を防止し適

切に取り扱う。 

ウ がれきに混入した土砂は、できるだけ取り除き、適正に処理を

行う。 

 

５ 避難所の廃棄物対策 

市（市民環境部）は、避難所の衛生状態を保持するため、避難所の

清掃、生活ごみの収集体制の速やかな確立に努める。   

 

６ 近隣市町、関係機関との協力体制の整備 

市（市民環境部）は、相互応援協定等に基づき近隣市町及び関係機

関と協力して、災害廃棄物等の処理を行う。         

  処理にあたっては、できる限り再資源化や減量化を推進することと 

するが、処理のスピード及び費用の観点を含め総合的に処分方法を検

討する。 

 なお、石綿については「災害時における石綿飛散防止に係る取扱い

マニュアル（改訂版）（平成２９年９月 環境省）」等を参考とし、石

綿を含有する廃棄物の飛散流出や他の廃棄物との混合を防止し適切

に取り行う。 

 

７ 略 

 

第２ し尿処理 

 

１ 実施体制 

市（市民環境部）は、倒壊家屋、焼失家屋の便槽のし尿について、

被災地における防疫上、収集可能になった日から可能な限り早急に収

集し、処理する。 

処理にあたっては、既存の人員、機材、処理施設で実施するものと

するが、市のみで対処できない場合には、相互応援協定等に基づき県

に応援を求め、緊急事態に対処する。 

 

（３）がれき 

ア 適切な分別を行うことにより、可能な限りリサイクルに努める。 

イ 環境汚染の未然防止又は市民、作業者の健康管理のため、適切

な措置を講ずる。 

なお、石綿については「災害時における石綿飛散防止に係る取

扱いマニュアル」（平成 19 年８月 環境省）等を参考とし、石綿

を含有する廃棄物の飛散流出や他の廃棄物との混合を防止し適

切に取り扱う。 

ウ がれきに混入した土砂は、できるだけ取り除き、適正に処理を

行う。 

 

５ 収集運搬      

市（市民環境部）は、収集運搬能力や被害状況を考慮し、収集方法

等を決定するとともに、必要となる人員や車両を確保する。 

 

６ 処分・再資源化           

  市（市民環境部）は、災害廃棄物の種類や性状に応じて、破砕、選 

 別、焼却等の中間処理を行い、再生利用及び最終処分を行う。 

  処理にあたっては、できる限り再資源化や減量化を推進することと 

するが、処理のスピード及び費用の観点を含め総合的に処分方法を検

討する。 

 なお、石綿については「災害時における石綿飛散防止に係る取扱い

マニュアル（改訂版）（平成２９年９月 環境省）」等を参考とし、石

綿を含有する廃棄物の飛散流出や他の廃棄物との混合を防止し適切

に取り行う。 

 

７ 略 

 

第２ し尿処理 

 

１ 実施体制 

市（市民環境部）は、速やかに連絡体制を整備し、処理施設の稼働

状況を把握するとともに、市内の被害状況について情報収集を行う。 

  集し、処理する。 

処理にあたっては、既存の人員、機材、処理施設で実施するものと

するが、市のみで対処できない場合には、相互応援協定等に基づき県

に応援を求め、緊急事態に対処する。 
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２ 排出量の推計        

市（市民環境部）は、被災地の戸数等から排出量を推計し、その処

理体制を整備する。                       

 

３ 収集運搬   

市は排出方法等について、住民へ広報するとともに、県と情報を共 

有する。 

 

（１）市（市民環境部）は、必要により相互応援協定等に基づき県に応 

援を要請し、収集運搬体制を確立する。 

 

（２）市（市民環境部）は、被災地における防疫面から、不用となった

便槽及び避難所の便所に貯留されているし尿、汚水についても早急

に収集を行うように努める。 

 

４ 留意事項 

市（市民環境部）は、収集運搬したし尿を原則として環境センター

で処理するほか、公衆衛生上やむを得ない事情がある場合に限り、農

地還元等により環境衛生上支障のないよう特に注意して処分する。 

 

５ 近隣市町、関係機関との協力体制の整備 

市（市民環境部）は、相互応援協定等に基づき近隣市町及び関係機

関と協力してし尿の処理を行う。 

 

６ 略 

 

２ 発生量及び処理可能量の推計 

  市（市民環境部）は、被災地の戸数、避難者数等から、し尿及び避

難所ごみの発生量・処理可能量を推計し、その処理体制を整備する。 

 

３ 住民への周知 

 市は排出方法等について、住民へ広報するとともに、県と情報を共 

有する。 

 

（１）市（市民環境部）は、必要により相互応援協定等に基づき県に応 

援を要請し、収集運搬体制を確立する。 

 

（２）市（市民環境部）は、被災地における防疫面から、不用となった

便槽及び避難所の便所に貯留されているし尿、汚水についても早急

に収集を行うように努める。 

 

４ 収集運搬 

  市（市民環境部）は、収集運搬能力や被害状況を考慮し、収集方法 

等を決定するとともに、必要となる人員や車両を確保する。     

                               

 

５ 処分・再資源化            

  市（市民環境部）は、ごみやし尿の発生状況を把握し、処理が滞ら 

ないよう留意する。       

 

６ 略 

  163 第１６節 文教・文化財対策 

 

第１～第４ 略 

 

第５ 学用品の調達・給与 

 

 １ 対象 

災害により学用品を喪失又はき損し、就学上支障のある小学校児童 

（義務教育学校前期課程の児童及び特別支援学校の小学部児童を含

む。以下同じ。）、中学校生徒（義務教育後期課程の児童及び中等教育学

校の前期課程の生徒及び特別支援学校の中学部生徒を含む。以下同じ。）

及び高等学校等生徒（高等学校（定時制の課程及び通信制の課程を含

第１６節 文教・文化財対策 

 

第１～第４ 略 

 

第５ 学用品の調達・給与 

 

 １ 対象 

災害により学用品を喪失又はき損し、就学上支障のある小学校児童 

（義務教育学校前期課程の児童及び特別支援学校の小学部児童を含

む。以下同じ。）、中学校生徒（義務教育後期課程の児童及び中等教育

学校の前期課程の生徒及び特別支援学校の中学部生徒を含む。以下同

じ。）及び高等学校等生徒（高等学校（定時制の課程及び通信制の課程
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む。）、中等教育学校の後期課程（定時制の課程及び通信制の課程を含

む。）、特別支援学校の高等部、高等専門学校、専修学校及び各種学校の

生徒をいう。以下同じ。）に対して行う。 

 

 ２～４ 略 

 

第６ 略 

を含む。）、中等教育学校の後期課程（定時制の課程及び通信制の課程

を含む。）、特別支援学校の高等部、高等専門学校、専修学校及び各種

学校の生徒をいう。以下同じ。）に対して行う。 

 

２～４ 略 

 

第６ 略 

  

168 

 

第１７節 住宅応急対策 

 

第１～第３ 略 

第４ 被災住宅の応急修理 

災害救助法が適用された場合の住宅の応急修理の実施は、次の基準

により行う。 

 

１ 対象 

災害のため住家が半壊又は半焼又は準半壊し若しくはこれに準ず

る程度の損傷を受け、自らの資力では応急修理をすることができない

者又は大規模な修理を行わなければ居住することが困難である程度

に住家が半壊したもの。 

 

 ２～４ 略 

 

第１８節～第２２節 略 

 

 

第１７節 住宅応急対策 

 

第１～第３ 略 

第４ 被災住宅の応急修理 

災害救助法が適用された場合の住宅の応急修理の実施は、次の基準

により行う。 

 

１ 対象 

災害のため住家が半壊、 半焼又は準半壊し若しくはこれに準ずる

程度の損傷を受け、自らの資力では応急修理をすることができない 

者又は大規模な修理を行わなければ居住することが困難である程度

に住家が半壊したもの。 

 

 ２～４ 略 

 

第１８節～第２２節 略 

 184 第２３節 自発的支援の受入 

 

第１ ボランティアの受入・活動支援 

 

 １ 略 

 

 ２ ボランティア活動の支援調整 

  市（地域振興部・健康福祉部）は、県及び社会福祉協議会と連携を 

図りながら、災害救助活動や被災者個人の生活の維持・再建等の場面

に、全国から参集することが予想される多くのボランティアの活動を

支援・調整するための体制整備を図る。なお、支援・調整にあたって

は、情報を共有する場を設置するなどし、被災者のニーズや支援活動

第２３節 自発的支援の受入 

 

第１ ボランティアの受入・活動支援 

 

 １ 略 

 

 ２ ボランティア活動の支援調整 

  市（地域振興部・健康福祉部）は、県及び社会福祉協議会と連携を 

図りながら、災害救助活動や被災者個人の生活の維持・再建等の場面

に、全国から参集することが予想される多くのボランティアの活動を

支援・調整するための体制整備を図る。なお、支援・調整にあたって

は、情報を共有する場を設置するなどし、被災者のニーズや支援活動
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の全体像を把握することにより、連携の取れた支援活動を展開するよ

う努めるとともに、ボランティアを行っている者の生活環境について

配慮する。 

また、市（地域振興部・健康福祉部）は、ボランティアを一元的に

調整する機関として、災害ボランティアセンターの開設を社会福祉協

議会に要請するとともに、ボランティア活動が円滑に行えるよう、被

害情報や活動に必要な拠点、資機材等の提供について支援する。 

 

第２ 略 

 

の全体像を把握することにより、連携の取れた支援活動を展開するよ

う努めるとともに、ボランティアを行っている者の生活環境について

配慮する。 

また、市（地域振興部・健康福祉部）は、ボランティアを一元的に

調整する機関として、災害ボランティアセンターの開設を社会福祉協

議会に要請するとともに、ボランティア活動が円滑に行えるよう、被

害情報や活動に必要な拠点、資機材等の提供について支援する。 

 

第２ 略 

  第２４節 略 

 

第４章 略  

第２４節 略 

 

第４章 略  
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第１章 総論 

 

第１節 日光市の風水害等を取り巻く自然条件 

 

第１ 気象の状況 

   気候は内陸性気候に属し、年平均気温は市街地で１２℃程度、山間部で

は７℃程度であり、夏季は比較的涼しく、冬季は氷点下になることも多

い。 

降水については、夏季に太平洋から関東平野を北上してきた湿った南

風は、日光連山によって、初めて上昇する機会を得るため、当市では夏季

の雨量が多く、雷雨となることも多い。近年の年間降水量をみると、平成

２７年が多く２，２５４㎜      （宇都宮地方気象台今市観測所）

となっている。 

冬季は、シベリアから日本海を越してくる湿った北風が、上信越の日本

海側山岳や日光連山北西側などで大量の雪を降らせ、その影響は日光白

根山や男体山側などから湯元地域にまで及んでいる。近年の年間積雪量  

 をみると、平成２６年が多く６０㎝（宇都宮地方気象台土呂部観測所）

となっている。また、雪を降らせた風は、関東平野に向かって寒く乾燥し

た季節風（男体山おろし）となって吹く。近年の最大風速をみると、平成

３０年が強く２１．２ｍ/s（宇都宮地方気象台奥日光観測所）となってい

る。 

 

第２ 略 

 

第３ 河川の状況 

  

 １ 略 

第１章 総論 

 

第１節 日光市の風水害等を取り巻く自然条件 

 

第１ 気象の状況 

   気候は内陸性気候に属し、年平均気温は市街地で１２℃程度、山間部で

は７℃程度であり、夏季は比較的涼しく、冬季は氷点下になることも多

い。 

降水については、夏季に太平洋から関東平野を北上してきた湿った南

風は、日光連山によって、初めて上昇する機会を得るため、当市では夏季

の雨量が多く、雷雨となることも多い。近年の年間降水量をみると、平成

３１年・令和元年が多く２，４０８．５㎜（宇都宮地方気象台今市観測所）

となっている。 

冬季は、シベリアから日本海を越してくる湿った北風が、上信越の日本

海側山岳や日光連山北西側などで大量の雪を降らせ、その影響は日光白

根山や男体山側などから湯元地域にまで及んでいる。近年の日最大降雪

量をみると、平成２６年が多く６０㎝（宇都宮地方気象台土呂部観測所）

となっている。また、雪を降らせた風は、関東平野に向かって寒く乾燥し

た季節風（男体山おろし）となって吹く。近年の最大風速をみると、平成

３０年が強く２１．２ｍ/s（宇都宮地方気象台奥日光観測所）となってい

る。 

 

第２ 略 

 

第３ 河川の状況 

  

 １ 略 
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 ２ 重要水防箇所指定の状況 

  当市における、県管理及び国管理の河川における重要水防箇所数 

（平成３０年４月現在）は次のとおりである。 

【重要水防箇所】 

国の管理区間 県の管理区間 
計 

重要度（Ａ） 重要度（Ｂ） 

１箇所 

５４０ｍ 

６ 箇所 

２，３６４ｍ 

７ 箇所 

２，９０４ｍ 

 

 

 

 

第４  

 

第２節 過去の主な風水害 

 

第１ 風水害等の種類と特性等 

【風水害等の種類と特性等】 

災害の種類 発生状況 主な原因 

洪水 
略 略 略 

略 略 略 

土砂 

災害 

山崩れ 

が け 崩

れ 

略 ・梅雨前線や台風に伴う

集中降雨 

・地震 

略 略 略 

略 略 略 

 ２ 重要水防箇所指定の状況 

  当市における、県管理及び国管理の河川における重要水防箇所数 

（令和 ２年４月現在）は次のとおりである。 

【重要水防箇所】 

 国の管理区間 県の管理区間 合計 

重要度Ａ 
1 箇所 

540ｍ 

8 箇所 

713ｍ 

9 箇所 

1,253ｍ 

重要度Ｂ ― 
4 箇所 

2,130ｍ 

4 箇所 

2,130ｍ 

合計 
1 箇所 

540ｍ 

12 箇所 

2,843ｍ 

13 箇所 

3,383ｍ 

 

第４ 略 

 

第２節 過去の主な風水害 

 

第１ 風水害等の種類と特性等 

【風水害等の種類と特性等】 

災害の種類 発生状況 主な原因 

洪水 
略 略 略 

略 略 略 

土砂 

災害 

山崩れ 

が け 崩

れ 

略 ・梅雨前線や台風に伴う

集中豪雨 

・地震 

略 略 略 

略 略 略 
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風害 

略 略 略 

略 略 略 

略 
略 略 

略 略 

雪害 

略 略 略 

略 略 略 

略 略 略 

略 略 略 

参考資料：防災白書（内閣府編）、地域防災データ総覧（消防科学総合センタ

ー編）等 

 

第２ 過去の主な風水害等 

 

 １ 略 

  

２ 主な風水害等の被害状況 

【平成元年以降の主な風水害等の履歴】 

年月日 名称 被害概要 

平成元年～ 

平成２７年 

略 略 

2019(令和元

年）10.12～

13 

大雨 令和元年東日本台風 

［住家被害］ 

大規模半壊 1 棟、半壊 8 棟、一部損壊

19 棟、床上浸水 2棟、床下浸水 8棟 

  栗山地域野門観測所において総雨量 

500 ㎜越を記録した。 

風害 

略 略 略 

略 略 略 

略 
略 略 

略 略 

雪害 

略 略 略 

略 略 略 

略 略 略 

略 略 略 

参考資料：防災白書（内閣府編）、地域防災データ総覧（消防科学総合センタ

ー編）等 

 

第２ 過去の主な風水害等 

 

 １ 略 

  

２ 主な風水害等の被害状況 

【平成元年以降の主な風水害等の履歴】 

年月日 名称 被害概要 

平成元年～ 

平成 27 年 

略 略 

2019(令和元

年）10.12～

13 

大雨 令和元年東日本台風 

［住家被害］ 

大規模半壊 1 棟、半壊 8 棟、一部損壊

19 棟、床上浸水 2棟、床下浸水 8棟 

  栗山地域野門観測所において総雨量 

500 ㎜越を記録した。 
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・大雨特別警報発令 

（10 月 12 日 19 時 50 分） 

・避難準備・高齢者等避難開始発令 

（10 月 12 日 14 時 00 分から順次発令） 

・避難勧告発令 

（10 月 12 日 15 時 15 分から順次発令） 

・災害救助法、被災者生活再建支援法適用 

（10 月 12 日） 

 

2020（令和 2

年）8.11 

突風

（ダウ

ンバー

スト） 

[今市地域] 

人的被害 2名（軽傷）、住家一部損壊 4棟、 

杉並木倒木 18 本 

倒木により国道通行止、停電約 660 軒発生 

 

第３節 略 

 

 

・大雨特別警報発令 

（10 月 12 日 19 時 50 分） 

・避難準備・高齢者等避難開始発令 

（10 月 12 日 14 時 00 分から順次発令） 

・避難勧告発令 

（10 月 12 日 15 時 15 分から順次発令） 

・災害救助法、被災者生活再建支援法適用 

（10 月 12 日） 

 

2020（令和 2

年）8.11 

突風

（ダウ

ンバー

スト） 

[今市地域] 

人的被害 2名（軽傷）、住家一部損壊 4棟、 

杉並木倒木 18 本 

倒木により国道通行止、停電約 660 軒発生 

 

第３節 略 
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第２章 予防 

 

第１節 防災意識の高揚 

 

第１ 市民に対する防災意識の高揚 

  

 １ 防災知識の普及啓発 

   市民一人ひとりが「自らの身の安全は自ら守る」という自覚を持ち、

平常時より災害に対する備えを心がけるとともに、発災時には、自ら身

の安全を守るよう行動することが重要である。また、近隣の負傷者及び

要配慮者を助ける、避難所で自ら行動する、あるいは市、県、地域自主

第２章 予防 

 

第１節 防災意識の高揚 

 

第１ 市民に対する防災意識の高揚 

  

 １ 防災知識の普及啓発 

   市民一人ひとりが「自らの身の安全は自ら守る」という自覚を持ち、

平常時より災害に対する備えを心がけるとともに、発災時には、自ら身

の安全を守るよう行動することが重要である。また、近隣の負傷者及び

要配慮者を助ける、避難所で自ら行動する、あるいは市、県、地域自主
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防災組織等が行っている防災活動に協力するなど、防災への寄与に努

めることが求められる。 

このため、市（企画総務部）・消防本部は、市民に対し、自主防災思

想の普及、意識の向上を図るとともに、家庭等で普段からできる防災対

策について、継続的に周知していく。 

また、警戒レベルとそれに応じて住民がとるべき行動、避難勧告等の

住民に行動を促す情報等の意味やその発令があった時にとるべき避難

行動について周知を図る。  

さらに、避難勧告等が発令された場合の安全確保措置としては、指定

緊急避難場所への移動を原則とするものの、避難時の周囲の状況等に

より、指定緊急避難場所への移動を行うことがかえって危険を伴う場

合等やむを得ないと市民等自身が判断する場合は、近隣の緊急的な待

避場所への移動又は屋内での待避等を行うべきことについて、日頃か

ら市民等への周知徹底に努めるものとする。 

 

 （１）～（５） 略 

 

第２～第７ 略 

 

第２節～第５節 略 

 

第６節 風水害・雪害に強いまちづくり 

 

第１ 災害に強いまちづくり 

 

１ 災害に強い都市整備の計画的な推進 

市（建設部）は、防災の観点を考慮しつつ、「日光市都市計画マスター

プラン」や、県が平成２７年に改定した「栃木県都市計画区域マスタープ

ラン」等に基づき、市民の協力を得て、災害に強い、安全性の高いまちづ

くりに努める。 

 

防災組織等が行っている防災活動に協力するなど、防災への寄与に努

めることが求められる。 

このため、市（企画総務部）・消防本部は、市民に対し、自主防災思

想の普及、意識の向上を図るとともに、家庭等で普段からできる防災対

策について、継続的に周知していく。 

また、警戒レベルとそれに応じて住民がとるべき行動、避難勧告等の

住民に行動を促す情報等の意味やその発令があった時にとるべき避難

行動について周知を図る。  

さらに、避難勧告等が発令された場合の安全確保措置としては、指定

緊急避難場所への移動を原則とするものの、避難時の周囲の状況等に

より、指定緊急避難場所への移動を行うことがかえって危険を伴う場

合等やむを得ないと市民等自身が判断する場合は、近隣の緊急的な待

避場所への移動又は屋内での待避等を行うべきことについて、日頃か

ら市民等への周知徹底に努めるものとする。 

  

 （１）～（５） 略 

 

第２～第７ 略 

 

第２節～第５節 略 

 

第６節 風水害・雪害に強いまちづくり 

 

第１ 災害に強いまちづくり 

 

１ 災害に強い都市整備の計画的な推進 

市（建設部）は、防災の観点を考慮しつつ、「日光市都市計画マスター

プラン」や、県の定める       「栃木県都市計画区域マスタープ

ラン」等に基づき、市民の協力を得て、災害に強い、安全性の高いまちづ

くりに努める。 
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215 第７節 土砂災害・山地災害予防対策 

 

第１ 略 

 

第２ 土砂災害防止法に基づく被害防止対策 

 

 １～２ 略 

 

３ 警戒区域等における警戒避難体制の整備 

 

（１）警戒避難体制の整備 

 ※ 土砂災害危険箇所 別避難伝達体制一覧 

（２）～（３） 略 

 

（４）要配慮者利用施設における対策 

土砂災害警戒区域等に含まれる要配慮者利用施設における対策は、

本編第２章第４節第６「要配慮者利用施設における対策」に準ずる。 

 

第３ 略 

 

第４ 急傾斜地の崩壊対策 

 

 １ 危険箇所の実態調査 

市（建設部・企画総務部）・消防本部は県と協力し、急傾斜地の崩壊に

より被害が発生するおそれがある箇所について調査点検を行う。 

なお、崩壊により相当数の居住者等に危害が生じるおそれのある土地

について、県は「急傾斜地崩壊危険区域」として市内３９箇所を指定し、

第７節 土砂災害・山地災害予防対策 

 

第１ 略 

 

第２ 土砂災害防止法に基づく被害防止対策 

 

１～２ 略 

 

３ 警戒区域等における警戒避難体制の整備 

 

（１）警戒避難体制の整備 

 ※ 土砂災害警戒区域等別避難伝達体制一覧 

（２）～（３） 略 

 

（４）要配慮者利用施設における対策 

土砂災害警戒区域等に含まれる要配慮者利用施設における対策は、

本編第２章第４節第６「要配慮者利用施設における対策」に準ずる。 

 

第３ 略 

 

第４ 急傾斜地の崩壊対策 

 

 １ 危険箇所の実態調査 

市（建設部・企画総務部）・消防本部は県と協力し、急傾斜地の崩壊に

より被害が発生するおそれがある箇所について調査点検を行う。 

なお、崩壊により相当数の居住者等に危害が生じるおそれのある土地

について、県は「急傾斜地崩壊危険区域」として市内４０箇所を指定し、
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斜面の崩壊を助長・誘発する行為を制限するほか、崩壊防止工事を実施し

ている。 

 

２ 土地所有者等に対する防災措置 

 

（１） 略 

 

（２）補助融資制度の周知 

市（建設部）は、急傾斜地崩壊危険区域及び土砂災害特別警戒区域等

において、土地所有者、管理者、占有者による防災工事、家屋の移転等

を行う場合に、公的補助融資制度が活用できる旨の周知を行う。 

ア がけ地近接等危険住宅移転事業（所管：国土交通省） 

イ 防災集団移転促進事業（所管：国土交通省） 

斜面の崩壊を助長・誘発する行為を制限するほか、崩壊防止工事を実施し

ている。 

 

２ 土地所有者等に対する防災措置 

 

（１） 略 

 

（２）補助融資制度の周知 

市（建設部）は、急傾斜地崩壊危険区域及び土砂災害特別警戒区域等

において、土地所有者、管理者、占有者による防災工事、家屋の移転等

を行う場合に、公的補助融資制度が活用できる旨の周知を行う。 

ア がけ地近接等危険住宅移転事業（所管：国土交通省） 

イ 防災集団移転促進事業（所管：国土交通省） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５ 土石流防止対策 

当市における土石流に関する土砂災害警戒区域は３９８箇所あり、日

光地域は特に多く、１２９箇所にのぼる。 

土砂災害警戒区域（土石流）について、砂防法により、国・県がその対

策を順次実施している。 

市（企画総務部・建設部）は県と協力し、周辺に居住する地域住民及び

要配慮者利用施設等を中心に、広く土砂災害警戒区域等の周知を行う。ま

た、市民に対し、次の事項に注意し、異常を察知した場合、市（企画総務

部・建設部）又は警察に速やかに通報を行うよう周知を行う。 

 

第６ 地すべり防止対策 

当市には、地すべりに関する土砂災害警戒区域が１３箇所ある。 

市（企画総務部・建設部）は、県と協力して、周辺に居住する地域住民

及び要配慮者利用施設等を中心に、広く土砂災害警戒区域等の周知及び

点検を行う。 

また、市（企画総務部・建設部）は、市民に対し、異常を察知した場合、

市又は警察に速やかに通報を行うよう周知する。 

 

第５ 土石流防止対策 

当市における土石流に関する土砂災害警戒区域は３９８箇所あり、日

光地域は特に多く、１２９箇所にのぼる。 

土砂災害警戒区域（土石流）について、砂防法により、国・県がその対

策を順次実施している。 

市（企画総務部・建設部）は県と協力し、周辺に居住する地域住民及び

要配慮者利用施設等を中心に、広く土砂災害警戒区域等の周知を行う。ま

た、市民に対し、次の事項に注意し、異常を察知した場合、市（企画総務

部・建設部）又は警察に速やかに通報を行うよう周知を行う。 

 

第６ 地すべり防止対策 

当市には、地すべりに関する土砂災害警戒区域が１３箇所ある。 

市（企画総務部・建設部）は、県と協力して、周辺に居住する地域住民

及び要配慮者利用施設等を中心に、広く土砂災害警戒区域等の周知及び

点検を行う。 

また、市（企画総務部・建設部）は、市民に対し、異常を察知した場合、

市又は警察に速やかに通報を行うよう周知する。 
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220 第８節 水防体制の整備 

 

第１～第３ 略 

 

第４ 洪水予報河川等に指定されていない中小河川のおける対策 

   市（企画総務部）は、洪水予報河川等に指定されていない中小河川 

について、河川管理者から必要な情報提供、助言等を受けつつ、過去の浸

水実績等を把握したときは、これを水害リスク情報として住民、滞在者そ

の他の者へ周知するものとする。 

 

第５ 浸水想定区域における対策 

   市（企画総務部）は、国、県等管理ダム下流河川の浸水想定範囲毎の洪

水予報等伝達方法及び避難施設等について、住民及び要配慮者利用施設

等に周知を図る。 

   ※資料編「第４災害危険箇所等 ８浸水想定範囲の示されているダム」 

 

第９節～第１０節 略 

 

第８節 水防体制の整備 

 

第１～第３ 略 

 

第４ 洪水予報河川等に指定されていない中小河川のおける対策 

   市（企画総務部）は、洪水予報河川等に指定されていない中小河川 

について、河川管理者から必要な情報提供、助言等を受けつつ、過去の浸

水実績等を把握したときは、これを水害リスク情報として住民、滞在者そ

の他の者へ周知するものとする。 

 

第５ 浸水想定区域における対策 

   市（企画総務部）は、国、県等管理ダム下流河川の浸水想定範囲毎の洪

水予報等伝達方法及び避難施設等について、住民及び要配慮者利用施設

等に周知を図る。 

   ※資料編「第４災害危険箇所等 ８浸水想定範囲の示されているダム」 

 

第９節～第１０節 略 

 
 224 第１１節 警戒情報観測・収集・伝達体制の整備 

 

第１ 宇都宮地方気象台から発表される防災気象情報 

  

１ 警報、注意報等の防災気象情報 

 

【大雨・豪雨時に発表する防災気象情報】  

防災気

象情報 
概 要 発表時刻、利用上の効果等 

略 略 略 

第１１節 警戒情報観測・収集・伝達体制の整備 

 

第１ 宇都宮地方気象台から発表される防災気象情報 

  

１ 警報、注意報等の防災気象情報 

 

【大雨・豪雨時に発表する防災気象情報】  

防災気

象情報 
概 要 発表時刻、利用上の効果等 

略 略 略 
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竜 巻 注

意情報 

積乱雲の下で発生する竜

巻、ダウンバースト等によ

る激しい突風に対して注意

を呼びかける情報で、雷注

意報を補足する情報として

県全域    を対象とし

て発表。ドップラーレーダ

ー等により積乱雲を観測し

て予測するため、竜巻発生

を完全に捕捉することが困

難である。このため、黒く厚

い雲の接近等、竜巻等の前

兆現象の観察と併せて利用

する。 

略 

略 略 略 

略 略 略 

略 略 略 

略 略 略 

略 略 略 

 

【宇都宮地方気象台が発表する風水害･雪害に係る注意報･警報の種類及び発表

地域区分】 

防災気象情報 日光地域（日光市） 

注
意報 

大 雨 注 意 報 表面雨量指数 ９以上 

土壌雨量指数 ７８以上 

竜 巻 注

意情報 

積乱雲の下で発生する竜

巻、ダウンバースト等によ

る激しい突風に対して注意

を呼びかける情報で、雷注

意報を補足する情報として

県（北部・南部）を対象とし

て発表。ドップラーレーダ

ー等により積乱雲を観測し

て予測するため、竜巻発生

を完全に捕捉することが困

難である。このため、黒く厚

い雲の接近等、竜巻等の前

兆現象の観察と併せて利用

する。 

略 

略 略 略 

略 略 略 

略 略 略 

略 略 略 

略 略 略 

 

【宇都宮地方気象台が発表する風水害･雪害に係る注意報･警報の種類及び発表

地域区分】 

防災気象情報 日光市今市 

注
意
報 

大 雨 注 意 報 表面雨量指数 ９ 

土壌雨量指数 ９６ 

洪 水 注 意 報 流域雨量指数 鬼怒川流域=60.6、田

川流域=6.8、大谷川

流域=31.9、 

板穴川流域=16.1、砥

川流域=12.2、古大谷

川流域=6.8、赤堀川

流域=7.5、武子川流

域=8.9、長畑川流域

=16.6、行川流域=9.1 
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洪 水 注 意 報 流域雨量指数 鬼怒川流域=43.2 以

上、渡良瀬川流域

=21.1以上、田川流域

=6.4 以上、大谷川流

域=30.5以上、湯川流

域=11.6以上、湯西川

流域=11.5以上、板穴

川流域=16.2以上、砥

川流域=10.3以上、古

大谷川流域=6.1 以

上、男鹿川流域=19.3

以上、行川流域=9.6

以上、赤堀川流域

=7.4 以上、長畑川流

域=16以上、武士川流

域=9.1 以上 

複合基準 湯西川流域=表面雨

量指数 8 以上かつ流

域雨量指数 11.5 以

上、赤堀川流域=表面

雨量指数 5 以上かつ

流域雨量指数 7.4 以

上、田川流域=表面雨

量指数 5 以上かつ流

域雨量指数 6.4 以上 

強 風 注 意 報 平均風速 １２m/s 以上 

風 雪 注 意 報 平均風速 １２m/s 以上 ただ

し、雪を伴う 

大 雪 注 意 報 １２時間降雪の深さ 平地５cm 以上、山地

１５cm 以上 

な だ れ 注 意 報 ２４時間降雪量 ３０cm 以上 

その他 ①２４時間降雪の深

さが３０cm以上 

②積雪４０cm以上か

つ日最高気温６℃以

上 

警報 

大 雨 警 報 表面雨量指数 １４以上 

土壌雨量指数 １２９以上 

複合基準 古大谷川流域=（5，

5.4） 

行川流域=（5，7.3） 

強 風 注 意 報 平均風速 １２m/s 

風 雪 注 意 報 平均風速 １２m/s ただし、雪

を伴う 

大 雪 注 意 報 １２時間降雪深 平地５cm、山地１５

cm 

な だ れ 注 意 報 ２４時間降雪深 ３０cm 以上 

その他 積雪４０cm以上かつ

日最高気温６℃以上 

警
報 

大 雨 警 報 表面雨量指数 １４ 

土壌雨量指数 １５９ 

洪 水 警 報 流域雨量指数 鬼怒川流域=75.8、田

川流域=8.6、大谷川

流域=39.9、板穴川流

域=20.2、 

砥川流域=15.3、 

古大谷川流域=8.5、

赤堀川流域=9.4、武

子川流域=11.2、長畑

川流域=20.8、行川流

域=11.4 

複合基準 古大谷川流域=（7，

7.6） 

暴 風 警 報 平均風速 ２０m/s 

暴 風 雪 警 報 平均風速 ２０m/s ただし、雪

を伴う 

大 雪 警 報 １２時間降雪深 平地１５cm、山地３

０cm 

 

防災気象情報 日光市日光 

注
意報 

大 雨 注 意 報 表面雨量指数 ９ 

土壌雨量指数 ９５ 
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洪 水 警 報 流域雨量指数 鬼怒川流域=61.7 以

上，渡良瀬川流域

=30.1以上，田川流域

=9.2 以上，大谷川流

域=38.2以上，湯川流

域=14.6以上，湯西川

流域=14.4以上，板穴

川流域=20.3以上，砥

川流域=12.9以上，古

大谷川流域=7.7 以

上，男鹿川流域=24.2

以上，行川流域=13.7

以上，赤堀川流域

=9.3 以上，長畑川流

域=20以上，武士川流

域=11.4 以上 

複合基準 湯西川流域=表面雨

量指数 8 以上かつ流

域雨量指数 12.9 以

上 

暴 風 警 報 平均風速 ２０m/s 以上 

暴 風 雪 警 報 平均風速 ２０m/s 以上 ただ

し、雪を伴う 

大 雪 警 報 １２時間降雪の深さ 平地１５cm以上、山

地３０cm 以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

洪 水 注 意 報 流域雨量指数 田川流域=2.4、大谷

川流域=31.3、 

湯川流域=14.4、行川

流域=5.2 

複合基準 ― 

強 風 注 意 報 平均風速 １２m/s 

風 雪 注 意 報 平均風速 １２m/s ただし、雪

を伴う 

大 雪 注 意 報 １２時間降雪深 平地５cm、山地１５

cm 

な だ れ 注 意 報 ２４時間降雪深 ３０cm 以上 

その他 積雪４０cm以上かつ

日最高気温６℃以上 

警
報 

大 雨 警 報 表面雨量指数 １４ 

土壌雨量指数 １５６ 

洪 水 警 報 流域雨量指数 田川流域=3、大谷川

流域=39.2、 

湯川流域=18、行川流

域=6.5 

複合基準 ― 

暴 風 警 報 平均風速 ２０m/s 

暴 風 雪 警 報 平均風速 ２０m/s ただし、雪

を伴う 

大 雪 警 報 １２時間降雪深 平地１５cm、山地３

０cm 

 

防災気象情報 日光市藤原 

注
意
報 

大 雨 注 意 報 表面雨量指数 ９ 

土壌雨量指数 １０１ 

洪 水 注 意 報 流域雨量指数 鬼怒川流域=47.4、男

鹿川流域=19.1 

複合基準 ― 

強 風 注 意 報 平均風速 １２m/s 

風 雪 注 意 報 平均風速 １２m/s ただし、雪

を伴う 

大 雪 注 意 報 １２時間降雪深 平地５cm、山地１５

cm 
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な だ れ 注 意 報 ２４時間降雪深 ３０cm 以上 

その他 積雪４０cm以上かつ

日最高気温６℃以上 

警
報 

大 雨 警 報 表面雨量指数 １２ 

土壌雨量指数 １６７ 

洪 水 警 報 流域雨量指数 鬼怒川流域=59.3、男

鹿川流域=23.9 

複合基準 ― 

暴 風 警 報 平均風速 ２０m/s 

暴 風 雪 警 報 平均風速 ２０m/s ただし、雪

を伴う 

大 雪 警 報 １２時間降雪深 平地１５cm、山地３

０cm 

 

防災気象情報 日光市足尾 

注
意
報 

大 雨 注 意 報 表面雨量指数 ８ 

土壌雨量指数 ９０ 

洪 水 注 意 報 流域雨量指数 渡良瀬川流域=24 

複合基準 ― 

強 風 注 意 報 平均風速 １２m/s 

風 雪 注 意 報 平均風速 １２m/s ただし、雪

を伴う 

大 雪 注 意 報 １２時間降雪深 １５cm 

な だ れ 注 意 報 ２４時間降雪深 ３０cm 以上 

その他 積雪４０cm以上かつ

日最高気温６℃以上 

警
報 

大 雨 警 報 表面雨量指数 １４ 

土壌雨量指数 １４８ 

洪 水 警 報 流域雨量指数 渡良瀬川流域=30.1 

複合基準 ― 

暴 風 警 報 平均風速 ２０m/s 

暴 風 雪 警 報 平均風速 ２０m/s ただし、雪

を伴う 

大 雪 警 報 １２時間降雪深 ３０cm 
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２～３ 略 

 

第１２節 略 

防災気象情報 日光市栗山 

注
意
報 

大 雨 注 意 報 表面雨量指数 ９ 

土壌雨量指数 ７８ 

洪 水 注 意 報 流域雨量指数 鬼怒川流域=33.9、湯

西川流域=8.1 

複合基準 ― 

強 風 注 意 報 平均風速 １２m/s 

風 雪 注 意 報 平均風速 １２m/s ただし、雪

を伴う 

大 雪 注 意 報 １２時間降雪深 １５cm 

な だ れ 注 意 報 ２４時間降雪深 ３０cm 以上 

その他 積雪４０cm以上かつ

日最高気温６℃以上 

警
報 

大 雨 警 報 表面雨量指数 １４ 

土壌雨量指数 １２９ 

洪 水 警 報 流域雨量指数 鬼怒川流域=42.4、湯

西川流域=10.2 

複合基準 ― 

暴 風 警 報 平均風速 ２０m/s 

暴 風 雪 警 報 平均風速 ２０m/s ただし、雪

を伴う 

大 雪 警 報 １２時間降雪深 ３０cm 

 

 ２～３ 略 

 

第１２節 略 

 

 229 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１３節 火災災害の状況 

市（企画総務部等）は、災害発生時に危険区域にいる市民、駅等の帰宅困難

者、ホテルの利用者等の混乱を軽減し避難させるため、あらかじめ避難所等の

選定、避難誘導体制、避難所等運営体制の整備を促進し、避難者の安全確保に

努める。また、逃げ遅れをなくすため避難に関する知識を市民に対し周知徹底

するとともに、「自らの命は自らが守る」という意識を持ち自らの判断で避難

行動をとること及び早期避難の重要性を市民にするす。 

 

第１ 略 

第１３節 避難体制の整備 

市（企画総務部等）は、災害発生時に危険区域にいる市民、駅等の帰宅困難

者、ホテルの利用者等の混乱を軽減し避難させるため、あらかじめ避難所等の

選定、避難誘導体制、避難所等運営体制の整備を促進し、避難者の安全確保に

努める。また、逃げ遅れをなくすため避難に関する知識を市民に対し周知徹底

するとともに、「自らの命は自らが守る」という意識を持ち自らの判断で避難

行動をとること及び早期避難の重要性を市民に周知する。 

 

第１ 略 
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第２ 避難に関する知識の周知徹底 

市（企画総務部）、県及び県警察は、避難の万全を図るため、各種手段

や広報を活用して、避難所等の位置、避難経路、避難にあたっての注意事

項、避難所等への持出品、避難勧告等                 

るべき行動、避難勧告等の住民に行動を促す情報等の意味やその発令が

あった時にとるべき避難行動等避難に必要な知識等について幅広い年代

の市民の周知徹底に努める。 

さらに、避難勧告等が発令された場合の安全確保措置としては、緊急避

難場所への移動を原則とするものの、避難時の周囲の状況等により、緊急

避難場所への移動を行うことがかえって危険を伴う場合等やむを得ない

と市民等自身が判断する場合は、近隣の緊急的な待避場所への移動又は

屋内での待避等を行うべきことについて、市は、日頃から市民等への周知

徹底に努めるものとする。 

 

 １～２ 略 

第３ 避難実施・誘導体制の整備 

 

 １～３ 略 

 

 ４ 避難誘導体制の確立 

  

 （１） 略 

  

 （２）避難時に困難が生じると予想される者への対策 

  

   ①～③ 略 

 ④ 不特定かつ多数の利用者がいる施設等の対策 

  市（企画総務部）は、消防本部及び県警察と連携して、不特定かつ

多数の人の集まる場所の管理者に対し、非常の際の誘導要領、施設内

の避難経路の明示、照明・予備電球の確保等について指導を行う。ま

た、避難訓練の実施に努めるよう指導を行い、安全体制の確保に努め

る。 

 

 （３） 略 

 

第４～第５ 略 

 

 

第２ 避難に関する知識の周知徹底 

市（企画総務部）、県及び県警察は、避難の万全を図るため、各種手段

や広報を活用して、避難所等の位置、避難経路、避難にあたっての注意事

項、避難所等への持出品、警戒レベルとそれに応じて住民がとるべき行

動、避難勧告等の住民に行動を促す情報等の意味やその発令があった時

にとるべき避難行動等避難に必要な知識等について幅広い年代の市民の

周知徹底に努める。 

さらに、避難勧告等が発令された場合の安全確保措置としては、緊急避

難場所への移動を原則とするものの、避難時の周囲の状況等により、緊急

避難場所への移動を行うことがかえって危険を伴う場合等やむを得ない

と市民等自身が判断する場合は、近隣の緊急的な待避場所への移動又は

屋内での待避等を行うべきことについて、市は、日頃から市民等への周知

徹底に努めるものとする。 

 

１～２ 略 

第３ 避難実施・誘導体制の整備 

 

 １～３ 略 

 

 ４ 避難誘導体制の確立 

  

 （１） 略 

  

 （２）避難時に困難が生じると予想される者への対策 

  

   ①～③ 略 

④ 不特定かつ多数の利用者がいる施設等の対策 

  市（企画総務部）は、消防本部及び県警察と連携して、不特定かつ

多数の人の集まる場所の管理者に対し、非常の際の誘導要領、施設内

の避難経路の明示、照明・予備電球の確保等について指導を行う。ま

た、避難訓練の実施に努めるよう指導を行い、安全体制の確保に努め

る。 

 

 （３） 略 

 

第４～第５ 略 
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235 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

237 

第１４節 消防・救急・救助体制 

 

第１～第４ 略 

 

第５ 県消防防災ヘリコプター等による救助・救急の受け入れ体制の整備 

   市（企画総務部）・消防本部は、災害時に迅速に上空からの人命救助や

救急搬送が実施できる体制を整備するため、ヘリコプターの離着陸場等

の確保を図る。 

第６ 略 

 

第１５節～第１７節 

 

第１８節 建築物等災害予防対策 

 

第１ 一般建築物に対する予防対策 

 

１ 老朽危険建築物に対する調査、指導 

市（建設部）及び県は、老朽建築物等で著しく保安上危険であると認め

る場合、建築物の構造、敷地、危険度等について、県が調査し、除却、移

転、補修、改築、使用禁止等の措置を講ずるよう所有者等への指導、助言

を行うことになる。その際、市（建設部）は、県に協力するものとする。 

 

２ 特殊建築物の検査、指導 

市（建設部）及び県は、旅館、マーケット         、病院、

集会場等の不特定多数の人が集まる既存特殊建築物及びその設備につい

て、防災性能を常時適正に確保するため、防災、避難施設等の診断、定期

報告制度の活用により、建築物の安全性能確保と施設改善を指導するこ

とになる。その際、市（建設部）は、県に協力するものとする。 

  

３ 略 

 

第２ 略 

 

第１９節～第２６節 略 

 

第１４節 消防・救急・救助体制 

 

第１～第４ 略 

 

第５ 県消防防災ヘリコプター等による救助・救急の受け入れ体制の整備 

   市（企画総務部）・消防本部は、災害時に迅速に上空からの人命救助や

救急搬送が実施できる体制を整備するため、ヘリコプターの離着陸場等

の確保を図る。 

第６ 略 

 

第１５節～第１７節 

 

第１８節 建築物等災害予防対策 

 

第１ 一般建築物に対する予防対策 

 

１ 老朽危険建築物に対する調査、指導 

市（建設部）及び県は、老朽建築物等で著しく保安上危険であると認め

る場合、建築物の構造、敷地、危険度等について、県が調査し、除却、移

転、補修、改築、使用禁止等の措置を講ずるよう所有者等への指導、助言

を行うことになる。その際、市（建設部）は、県に協力するものとする。 

 

２ 特殊建築物の検査、指導 

市（建設部）及び県は、旅館、ホテル、大規模販売店、量販店、病院、

集会場等の不特定多数の人が集まる既存特殊建築物及びその設備につい

て、防災性能を常時適正に確保するため、防災、避難施設等の診断、定期

報告制度の活用により、建築物の安全性能確保と施設改善を指導するこ

とになる。その際、市（建設部）は、県に協力するものとする。 

  

３ 略 

 

第２ 略 

 

第１９節～第２６節 略 
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 247 

 

 

 

 

266 

第３章 応急対策編 

 

第１節～第５節 略 

 

第６節 避難対策 

 

第１ 略 

 

第２ 避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告及び避難指示（緊急）及び 

災害発生情報、警戒区域の設定の内容 

  

１ 避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告及び避難指示（緊急）及び 

災害発生情報 

 

 （１）避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告及び避難指示（緊急）及 

び災害発生情報の基準 

    災害に係る避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告及び避難指示 

（緊急）及び災害発生情報の発令は、次の場合に、必要な範囲の市 

民に対して行う。 

なお、これらは、避難勧告等の発令にあたり参考とすべき情報で 

あり、関係機関との情報交換を密に行いつつ、気象状況等も含めて総合

的に判断するものとする。 

 

  ①～③ 略 

 

  ④ 災害発生情報 

    災害が発生していることを把握した場合。 

  

第３章 応急対策編 

 

第１節～第５節 略 

 

第６節 避難対策 

 

第１ 略 

 

第２ 避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、 避難指示（緊急）及び 

災害発生情報、警戒区域の設定の内容 

 

 １ 避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、 避難指示（緊急）及び 

災害発生情報 

  

（１）避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、 避難指示（緊急）及 

び災害発生情報の基準 

    災害に係る避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、 避難指示 

（緊急）及び災害発生情報の発令は、次の場合に、必要な範囲の市 

民に対して行う。 

なお、これらは、避難勧告等の発令にあたり参考とすべき情報で 

あり、関係機関との情報交換を密に行いつつ、気象状況等も含めて総合

的に判断するものとする。 

 

  ①～③ 略 

 

  ④ 災害発生情報 

    災害が発生していることを把握した場合。 
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 （３）避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告及び避難指示（緊急）等 

の種類 

【避難勧告等の種類】 

区分 
実    施   

者 

措    

置 
実 施 の 基 準 

避難準

備・高

齢者等

避難開

始 

市長 

災害対策基本法 

第５６条第１項 

立ち退き準

備の勧告(避

難に時間の

かかる要配

慮者は立ち

退きの勧告) 

災害時要援護者等、特

に避難行動に時間を要

する者が避難行動を開

始しなければならない

段階であり、人的被害

の発生する可能性が高

まったとき。 

避難 

勧告 

略 略 略 

避難 

指 示

（ 緊

急）等 

略 略 略 

 

２ 警戒区域の設定 

 

（１）警戒区域と避難勧告等  の違い 

   避難勧告等  は対人的に行われるものであるのに対し、警戒区域

の設定は地域的に行われる。また、警戒区域の設定には、避難勧告等  

にはない違反者に対する罰則規定があり、人の生命・身体に対し急迫す

る危険を回避するため特に必要と認められる場合に行う。 

（２）警戒区域の種類 

警戒区域の設定の種類は次表のとおりとする。下表の者が実施する。 

（２） 略 

 

 （３）避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告及び避難指示（緊急）等 

の種類 

【避難勧告等の種類】 

区分 
実    施   

者 

措    

置 
実 施 の 基 準 

避難準

備・高

齢者等

避難開

始 

市長 

災害対策基本法 

第５６条第１項 

立ち退き準

備の勧告(避

難に時間の

かかる要配

慮者は立ち

退きの勧告) 

災害が発生し、又は発

生するおそれがある場

合において、特に必要

と認められるとき        

           

           

     

避難 

勧告 

略 略 略 

避難 

指 示

（ 緊

急）等 

略 略 略 

 

２ 警戒区域の設定 

 

（１）警戒区域と避難勧告・指示の違い 

   避難勧告・指示は対人的に行われるものであるのに対し、警戒区域の

設定は地域的に行われる。また、警戒区域の設定には、避難勧告・指示

にはない違反者に対する罰則規定があり、人の生命・身体に対し急迫す

る危険を回避するため特に必要と認められる場合に行う。 

（２）警戒区域の種類 

警戒区域の設定は各法律により定めるとおり下表の者が実施する。 
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   市（企画総務部・消防部）は、災害が発生し、又はまさに発生しよう

としている場合で、人の生命、身体に対する危険を防止するため特に必

要があると認めるときは、警戒区域を設定し、災害応急対策に従事する

者以外の者に対して当該区域への立ち入りを制限し、若しくは禁止し、

又は当該区域からの退去を命じ、速やかに知事に報告する。 

【警戒区域の設定の種類】 

 実   施   者 措   置 実 施 の 基 準 

(1) 略 略 略 

(2) 略 略 略 

(3) 略 略 略 

(4) 略 略 略 

(5) 略 略 略 

 

 （３）警戒区域の設定 

市（企画総務部）は、災害が発生し、又はまさに発生しようとして 

いる場合で、人の生命、身体に対する危険を防止するため特に必要がある

と認めるときは、警戒区域を設定し、災害応急対策に従事する者以外の者

に対して当該区域への立ち入りを制限し、若しくは禁止し、又は当該区域

からの退去を命じ、速やかに知事に報告する。 

 

第３ 略 

   市（企画総務部・消防部）は、災害が発生し、又はまさに発生しよう

としている場合で、人の生命、身体に対する危険を防止するため特に必

要があると認めるときは、警戒区域を設定し、災害応急対策に従事する

者以外の者に対して当該区域への立ち入りを制限し、若しくは禁止し、

又は当該区域からの退去を命じ、速やかに知事に報告する。 

【警戒区域の設定の種類】 

 実   施   者 措   置 実 施 の 基 準 

(1) 略 略 略 

(2) 略 略 略 

(3) 略 略 略 

(4) 略 略 略 

(5) 略 略 略 

 

 （３）警戒区域の設定 

市（企画総務部）は、災害が発生し、又はまさに発生しようとして 

いる場合で、人の生命、身体に対する危険を防止するため特に必要がある

と認めるときは、警戒区域を設定し、災害応急対策に従事する者以外の者

に対して当該区域への立ち入りを制限し、若しくは禁止し、又は当該区域

からの退去を命じ、速やかに知事に報告する。 

 

第３ 略 

   

第４ 避難所等の開設・運営 

 

 １ 避難所等の開設 

  

（１）～（２） 略 

 

（３）市（企画総務部）は、新型コロナウイルス感染症等の発生、まん 

延防止のため、発生した災害や被害者の状況等に応じ、避難所の収 

容人数を考慮し、あらかじめ指定した避難所等以外の避難所を開設 

 

第４ 避難所等の開設・運営 

 

 １ 避難所等の開設 

  

（１）～（２） 略 

 

（３）市（企画総務部）は、新型コロナウイルス感染症等の発生、まん 

延防止のため、発生した災害や被害者の状況等に応じ、避難所の収 

容人数を考慮し、あらかじめ指定した避難所等以外の避難所を開設 
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するなど、可能な限り多くの避難所の開設を図るとともに、ホテル 

等の活用等を検討する。 

 

 （３） 略 

  

（４） 略 

 

 （５） 略 

 

 （６） 略 

 

２ 避難所等の運営 

   

 （１） 略 

 

 （２）市（教育部・健康福祉部等）は、避難所等の運営にあたっては、 

避難者に対する情報の提供、避難者のプライバシーの保護、男女の 

ニーズの把握などに努める。 

特に女性専用の更衣室や授乳室、物干し場の設置、避難所におけ 

る女性や子どもに対する暴力防止と安全性の確保、相談窓口の設置 

等、女性や子育て家庭のニーズに配慮した避難所運営に努める。 

 

 （３）市（教育部・健康福祉部等）は、避難所等の衛生状態を常に良好 

に保つようもに、避難者に対して手洗い、咳エチケット等の基本的な感

染症対策を徹底することとし、避難所内の十分な換気に努める。また、

避難所における良好な生活環境を確保するため、必要に応じ、仮設トイ

レやマンホールトイレを早期に設置するとともに、被災地の衛生状態

の保持のため、清掃、し尿処理、生活ごみの収集処理等についても必要

な措置を行う。 

 

（４）～（７） 略 

  

（８）市（教育部・健康福祉部等）は、必要に応じ、家庭動物（ペット） 

のためのスペースを原則として渡り廊下、駐輪場、車庫等の雨が避けら

れる屋外に確保するよう努める。ただし、施設に別棟の倉庫等があるな

ど、収容能力に余裕がある場合には、当該避難所に生活する避難者の同

意のもとに、居室以外の部屋に専用スペースを設け飼養させることが

できる。 

するなど、可能な限り多くの避難所の開設を図るとともに、ホテル 

等の活用等を検討する。 

 

 （４） 略 

  

（５） 略 

 

 （６） 略 

 

 （７） 略 

 

２ 避難所等の運営 

   

 （１） 略 

 

 （２）市（教育部・健康福祉部等）は、避難所等の運営にあたっては、 

避難者に対する情報の提供、避難者のプライバシーの保護、男女の 

ニーズの把握などに努める。 

特に女性専用の更衣室や授乳室、物干し場の設置、避難所におけ 

る女性や子どもに対する暴力防止と安全性の確保、相談窓口の設置 

等、女性や子育て家庭のニーズに配慮した避難所運営に努める。 

 

 （３）市（教育部・健康福祉部等）は、避難所等の衛生状態を常に良好 

に保つとともに、避難者に対して手洗い、咳エチケット等の基本的な感

染症対策を徹底することとし、避難所内の十分な換気に努める。また、

避難所における良好な生活環境を確保するため、必要に応じ、仮設トイ

レやマンホールトイレを早期に設置するとともに、被災地の衛生状態

の保持のため、清掃、し尿処理、生活ごみの収集処理等についても必要

な措置を行う。 

 

 （４）～（７） 略 

  

（８）市（教育部・健康福祉部等）は、必要に応じ、家庭動物（ペット） 

のためのスペースを原則として渡り廊下、駐輪場、車庫等の雨が避けら

れる屋外に確保するよう努める。ただし、施設に別棟の倉庫等があるな

ど、収容能力に余裕がある場合には、当該避難所に生活する避難者の同

意のもとに、居室以外の部屋に専用スペースを設け飼養させるよう努

める。  
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（９） 略 

 

第５～第９ 略 

 

  

（９） 略 

 

第５～第９ 略 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

278 

第１０ 災害救助法による実施基準 

  

１ 略 

 

 ２ 内容 

 原則として、学校、公民館等既存の建物を利用する。適当な建物を利用

することが困難な場合は、野外に 仮 小屋の設置、天幕を設営その他適

切な方法により実施する。 

避難所での生活が 長期にわたる場合等におい ては、避難所に避難

している者への健康上の配慮等により、ホテル、旅館その他の宿泊施設の

借上げを実施し、これを供与することができる。 

 

第８節 救急・救助活動 

 

第１～第３ 略 

 

第４ 消防相互応援・広域応援等 

  

１ 県内消防相互応援協力等 

 

（１）「栃木県広域消防応援等計画」に基づく応援 

   

① 略 

  ② 第二次応援体制 

     一の消防機関を県内の全てのブロックの消防機関が応援する 

第１０ 災害救助法による実施基準 

  

１ 略 

 

 ２ 内容 

原則として、学校、公民館等既存の建物を利用する。適当な建物を利用

することが困難な場合は、野外での仮設小屋の設置、天幕の設営その他適

切な方法により実施する。 

避難所等での生活が長期にわたる場合等においては、避難所等に避難

している者への健康上の配慮等により、ホテル、旅館その他の宿泊施設の

借上げを実施し、これを供与することができる。 

 

第８節 救急・救助活動 

 

第１～第３ 略 

 

第４ 消防相互応援・広域応援等 

  

１ 県内消防相互応援協力等 

 

（１）「栃木県広域消防応援等計画」に基づく応援 

   

① 略 

  ② 第二次応援体制 

     一の消防機関を県内の他 のブロックの消防機関が応援する 
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体制。 

 （２） 略 

 

第９節～第１３節 略 

 

体制。 

 （２） 略 

 

第９節～第１３節 略 

 

 285 
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第１４節 障害物等除去活動 

 

第１～第２ 略 

 

第３ 道路の障害物の除去 

 

 １ 略 

 

 ２ 実施方法 

   道路管理者は、その管理区域の障害物の状況を調査し、速やかに路 

上障害物を除去する。 

なお、所管する道路の緊急度に応じて除去作業を実施し、特に、あ 

らかじめ定められた重要物流道路及び緊急輸送路については最優先に 

実施する。 

 

 （１）～（２） 略 

 

第４～第５ 略 

 

第１５節 廃棄物処理活動 

被災地及び避難所におけるごみ、がれき、し尿等の廃棄物処理については、

第２編（震災対策編）第３章第１５節「廃棄物処理活動」に準ずる準ずるほか、

下記の項目を追加する。 

第１４節 障害物等除去活動 

 

第１～第２ 略 

 

第３ 道路の障害物の除去 

 

 １ 略 

 

 ２ 実施方法 

   道路管理者は、その管理区域の障害物の状況を調査し、速やかに路 

上障害物を除去する。 

なお、所管する道路の緊急度に応じて除去作業を実施し、特に、あ 

らかじめ定められた重要物流道路及び緊急輸送路については最優先に 

実施する。 

 

（１）～（２） 略 

 

第４～第５ 略 

 

第１５節 廃棄物処理活動 

被災地及び避難所におけるごみ、がれき、し尿等の廃棄物処理については、

第２編（震災対策編）第３章第１５節「廃棄物処理活動」に準ずる準ずるほか、

下記の項目を追加する。 
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第３ 水害における留意点 

水害による災害廃棄物は、水分を多く含み、腐敗しやすく、悪臭・ 

汚水の発生源となるため、市（市民環境部）は、その特性を踏まえ、 

次の事項に留意して早急に処理する。 

 

１ 仮置場 

水が引くと、被災住民が一斉に水に浸かった災害廃棄物を屋外に排 

出するため、仮置場を早急に開設する。 

開設にあたっては、日常生活圏への影響の少ないところで開設する 

とともに、消臭剤や殺虫剤の噴霧等の害虫・悪臭対策等を行う。 

 

２ 収集運搬 

水分を含む畳や布団等の重量のある廃棄物が発生するため、積込み 

や積降ろしに使用する重機を確保するほか、収集運搬車両には平積み 

ダンプ等を使用する。 

 

３ 処理 

災害廃棄物混じりの土砂が多量に発生するため、土砂の選別等を行 

う。 

腐敗性廃棄物については、優先して処理を行う。 

 

４ 衛生面 

汲み取り式の便槽や浄化槽等が水没し、槽内に雨水や土砂が流入する

ことがあるため、速やかにし尿を汲み取り、清掃・消毒を実施する 

 

 

第３ 水害における留意点 

水害による災害廃棄物は、水分を多く含み、腐敗しやすく、悪臭・ 

汚水の発生源となるため、市（市民環境部）は、その特性を踏まえ、 

次の事項に留意して早急に処理する。 

 

１ 仮置場 

水が引くと、被災住民が一斉に水に浸かった災害廃棄物を屋外に排 

出するため、仮置場を早急に開設する。 

開設にあたっては、日常生活圏への影響の少ないところで開設する 

とともに、消臭剤や殺虫剤の噴霧等の害虫・悪臭対策等を行う。 

 

２ 収集運搬 

水分を含む畳や布団等の重量のある廃棄物が発生するため、積込み 

や積降ろしに使用する重機を確保するほか、収集運搬車両には平積み 

ダンプ等を使用する。 

 

３ 処理 

災害廃棄物混じりの土砂が多量に発生するため、土砂の選別等を行 

う。 

腐敗性廃棄物については、優先して処理を行う。 

 

４ 衛生面 

汲み取り式の便槽や浄化槽等が水没し、槽内に雨水や土砂が流入する

ことがあるため、速やかにし尿を汲み取り、清掃・消毒を実施する。 

 288 第１６節 文教・文化財対策 

 

第１６節 文教・文化財対策 
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第１～第４ 略 

 

第５ 学用品の調達・給与 

 １ 対象 

災害により学用品を喪失又はき損し、就学上支障のある小学校児童 

（義務教育学校前期課程の児童及び特別支援学校の小学部児童を含む。

以下同じ。）、中学校生徒（義務教育後期課程の児童及び中等教育学校の前

期課程の生徒及び特別支援学校の中学部生徒を含む。以下同じ。）及び高

等学校等生徒（高等学校（定時制の課程及び通信制の課程を含む。）、中等

教育学校の後期課程（定時制の課程及び通信制の課程を含む。）、特別支援

学校の高等部、高等専門学校、専修学校及び各種学校の生徒をいう。以下

同じ。）に対して行う。 

 

２～４ 略 

 

第６ 略 

 

第１７節～第２３節 略 

 

第１～第４ 略 

 

第５ 学用品の調達・給与 

 １ 対象 

災害により学用品を喪失又はき損し、就学上支障のある小学校児童 

（義務教育学校前期課程の児童及び特別支援学校の小学部児童を含む。

以下同じ。）、中学校生徒（義務教育後期課程の児童及び中等教育学校の前

期課程の生徒及び特別支援学校の中学部生徒を含む。以下同じ。）及び高

等学校等生徒（高等学校（定時制の課程及び通信制の課程を含む。）、中等

教育学校の後期課程（定時制の課程及び通信制の課程を含む。）、特別支援

学校の高等部、高等専門学校、専修学校及び各種学校の生徒をいう。以下

同じ。）に対して行う。 

 

 ２～４ 略 

 

第６ 略 

 

第１７節～第２３節 略 

 

  

 

295 

 

 

 

304 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 略 

 

第５章 火災災害対策 

 

第１節 略 

 

第２節 応急対策 

 

第１ 略 

 

第２ 情報の収集・伝達及び通信確保対策 

 

１ 大規模火災 

 

第４章 略 

 

第５章 火災災害対策 

 

第１節 略 

 

第２節 応急対策 

 

第１ 略 

 

第２ 情報の収集・伝達及び通信確保対策 

 

１ 大規模火災 

 



 - 54 - 

編

等 
ﾍﾟｰｼﾞ 修正前 修正後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 略 

 

（２）情報の収集・伝達系統 

    大規模な建物火災等に係る情報の収集・伝達系統は、次のとおり 

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 略 

 

第３ 略 

 

第４ 消火活動及び救急・救助活動 

 

 １ 略 

  

 ２ 消防相互応援・広域応援等の要請 

（１）広域応援の要請 

   ① 県内消防相互応援協力等 

    ア 「栃木県広域消防応援等計画」に基づく応援要請 

（ア） 略 

 

（１） 略 

 

（２）情報の収集・伝達系統 

    大規模な建物火災等に係る情報の収集・伝達系統は、次のとおり 

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

  

２ 略 

 

第３ 略 

 

第４ 消火活動及び救急・救助活動 

 

 １ 略 

  

 ２ 消防相互応援・広域応援等の要請 

（１）広域応援の要請 

  ① 県内消防相互応援協力等 

    ア 「栃木県広域消防応援等計画」に基づく応援要請 

（ア） 略 

 

発見者 

市(企画総務部) 

消 防 本 部 

警 察 署 

県(危機管理課) 

県警察本部 

消 防 庁 

自 衛 隊 

警 察 庁 

発見者 

市(企画総務部) 

消 防 本 部 

警 察 署 

県(消防防災課) 

県警察本部 

消 防 庁 

自 衛 隊 

警 察 庁 
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（イ） 第二次応援体制 

    一の消防機関を県内の全てのブロックの消防機関が応援 

する体制 

３ 略 

 

第５～第７ 略 

 

第８ 林野火災応急対策 

 

 １ 略 

 

 ２ 林野火災発生時の情報の収集・伝達及び通信確保対策については、本節

第２に準ずる。 

なお、林野火災情報の収集・伝達系統は、次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ） 第二次応援体制 

    一の消防機関を県内の他 のブロックの消防機関が応援 

する体制 

３ 略 

 

第５～第７ 略 

 

第８ 林野火災応急対策 

 

 １ 略 

 

 ２ 林野火災発生時の情報の収集・伝達及び通信確保対策については、本節

第２に準ずる。 

なお、林野火災情報の収集・伝達系統は、次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 313 第６章火山災害対策 

 

第１節 予防 

 

第６章火山災害対策 

 

第１節 予防 

 

発見者 

 
市(企画総務部) 

(市民環境部) 

消 防 本 部 

警 察 署 

県(危機管理課） 

県警察本部 

消防庁 

自衛隊 

警察庁 

県西環境森林事務所 

森 林 管 理 者 
県（森林整備課) 

発見者 

 
市(企画総務部) 

(市民環境部) 

消 防 本 部 

警 察 署 

県(消防防災課） 

県警察本部 

消防庁 

自衛隊 

警察庁 

県西環境森林事務所 

森 林 管 理 者 
県（森林整備課) 
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第１～第２ 略 

 

第３ 迅速かつ円滑な災害応急対策の備え 

１～２ 略 

  

３ 噴火警報等の伝達体制の整備 

  

 （１）宇都宮地方気象台から発表される噴火警報等 

  【気象庁の発表する噴火警報等】 

   

①～② 略 

 

③降灰予報 

火山情報 内  容 

降灰予報（定時） 

・噴火警報発表中の火山で、噴火により人々

の生活に影響を及ぼす降灰が予想される場合

に、定期的（3時間後）に発表。 

・18時間先（3時間区切り）までに噴火した場

合に予想される、降灰範囲や小さな噴石の落

下範囲を提供。 

略 略 

略 略 

 

④気象庁の発表する火山現象に関する情報 

火山情報 内 容 発表時期 

火山の状況に関

する解説情報 

火山性地震や微動の回数、噴

火等の状況等について解説す

るため、定期的又は臨時にと

りまとめたもの 

火山活動の状況に応じ

て適時発表 

第１～第２ 略 

 

第３ 迅速かつ円滑な災害応急対策の備え 

１～２ 略 

 

 ３ 噴火警報等の伝達体制の整備 

  

 （１）宇都宮地方気象台から発表される噴火警報等 

  【気象庁の発表する噴火警報等】 

   

①～② 略 

 

③降灰予報 

火山情報 内  容 

降灰予報（定時） 

・噴火警報発表中の火山で、噴火により人々

の生活に影響を及ぼす降灰が予想される場合

に、定期的（3時間毎）に発表。 

・18時間先（3時間区切り）までに噴火した場

合に予想される、降灰範囲や小さな噴石の落

下範囲を提供。 

略 略 

略 略 

 

④気象庁の発表する火山現象に関する情報 

火山情報 内 容 発表時期 

火山の状況に関

する解説情報 

火山性地震や微動の回数、噴

火等の状況等について解説す

るため、定期的又は臨時に発

表する  もの 

略 
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火山活動解説資

料 

地図や図表等を用いて火山活

動の状況等について解説する

ため、定期的又は臨時にとり

まとめたもの 

略 

略 略 略 

略 略 略 

略 略 略 

略 略 略 

 

（２）～（３） 略 

 

 （４）地域住民等からの通報体制の確立 

   市（企画総務部）は、地域住民や観光客、登山者等に対し、火山災 

害が発生するおそれのある異常現象や災害による被害を発見した場合、

遅滞なく市（企画総務部・地域振興部）・消防本部又は 警察署又は宇都

宮地方気象台に通報するよう、講演会、広報紙等各種手段を通じ広く周知

に努める。 

 

４～８ 略 

 

火山活動解説資

料 

写真や図表等を用いて火山活

動の状況等について解説する

ため、定期的又は臨時に発表

する  もの 

略 

略 略 略 

略 略 略 

略 略 略 

略 略 略 

 

（２）～（３） 略 

 

 （４）地域住民等からの通報体制の確立 

   市（企画総務部）は、地域住民や観光客、登山者等に対し、火山災 

害が発生するおそれのある異常現象や災害による被害を発見した場合、

遅滞なく市（企画総務部・地域振興部）・消防本部）、 警察署又は宇都宮

地方気象台に通報するよう、講演会、広報紙等各種手段を通じ広く周知に

努める。 

 

 ４～８ 略 

 

 322 第２節 応急対策 

 

第１ 略 

 

第２ 情報の収集・伝達及び通信確保対策 

 

 １ 火山災害に関する情報の収集・伝達 

（１）災害情報の収集・伝達 

 

第２節 応急対策 

 

第１ 略 

 

第２ 情報の収集・伝達及び通信確保対策 

 

 １ 火山災害に関する情報の収集・伝達 

（１）災害情報の収集・伝達 
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①～② 略 

 

【噴火警報等の伝達経路】 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 ２ 略 

 

第３～第７ 略 

①～② 略 

 

【噴火警報等の伝達経路】 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

２ 略 

 

第３～第７ 略 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８ 降灰等対策 

市（観光経済部）は、被災市民の生活の確保のため、火山灰等の 

障害物対策を実施する。 

 

１ 農林水産業対策 

 

（１） 略 

 

（２）農林水産業対策 

市（観光経済部）は、降灰による被害状況の把握に努めるととも 

に、概ね次の事項について栽培・管理技術の指導を行い、被害の拡 

大防止に努める。 

 

第８ 降灰等対策 

市（観光経済部）は、被災市民の生活の確保のため、火山灰等の 

障害物対策を実施する。 

 

１ 農林水産業対策 

 

（１） 略 

  

（２）農林水産業対策 

市（観光経済部）は、降灰による被害状況の把握に努めるととも 

に、概ね次の事項について栽培・管理技術の指導を行い、被害の拡 

大防止に努める。 

宇
都
宮
地
方
気
象
台 

県(危機管理課 

・消防防災課) 市 

(企画総務部) 

消防本部 

Ｎ Ｈ Ｋ 

宇都宮放送局 

各行政 

センター 

気 

象 

庁 

ＮＴＴ東日本 

（警報のみ） 

市
民

・
団
体 

宇
都
宮
地
方
気
象
台 

県(危機管理課 

・消防防災課) 市 

(企画総務部) 

消防本部 

 Ｎ Ｈ Ｋ 

宇都宮放送局 

各行政 

センター 

気 

象 

庁 

ＮＴＴ東日本 

（警報のみ） 

市
民

・
団
体 
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① 病害の発生防止のための薬剤散布を行うこと。 ブロワーや散水

機器等により速やかに除灰する。 

② 火山灰が付着している水田は深水にしてかけ流しを行い、灰の除

去に努めること。また、除灰作業に多量の水を使用する場合は、ウス

内外の排水に留意する 。 

③ 果樹は散水して火山灰の除去を図るとともに、葉の被害を防ぐた

め生石灰液の散布を行うこと。前にアルカリ資材（石灰等）を土壌に

施用し中和する。降灰の堆積量が多いほ場では、降灰が落で除灰を検

討する。 

④ 野菜・花きは散水・水洗いを行い火山灰の除去を図ること。を短く

して、火山灰の除去に努める。 

⑤ 育苗期の野菜については、防塵塩化ビニール又はポリオレフィ 

ン系フィルム等でトンネル被覆する。また、生育中の作物も可能 

な場合は被覆する。 

⑤ 放牧中の家畜は直ちに下牧させ、火山灰で汚れた牧草・河川水は採

食させないようにすること。刈取期にある飼料作物は、可能な限り降

雨等によって火山灰が除去されてから、高刈り等により土や火山灰

が混入しないように収穫すること。 

⑥ 被災した生産施設、加工施設等の速やかな復旧を進めること。 

⑦ 倒木や損傷した木材、製材品については二次災害の拡大防止のた

め速やかに除去するとともに、森林病害虫の発生防除の徹底に努め

ること。 

 

 ２～３ 略 

 

第９～第１０ 略 

 

① 作物や施設（被覆資材）に付着した火山灰は、 ブロワーや散水機

器等により速やかに除灰する。 

② 降灰時は灰がハウス内に侵入しないよう注意するとともに、こま

めに除灰する。また、除灰作業に多量の水を使用する場合は、ハウス

内外の排水に留意する。 

③ 降灰量が少ないほ場では、火山灰の pH や成分の分析を行い、強酸

性の場合は作付前にアルカリ資材（石灰等）を土壌に施用し中和す

る。降灰の堆積量が多いほ場では、降灰が落ち着いた時点で除灰を検

討する。 

④ 水稲移植後の降灰については、湛水する水の入れ替えの間隔を短

くして、火山灰の除去に努める。 

⑤ 育苗期の野菜については、防塵塩化ビニール又はポリオレフィ 

ン系フィルム等でトンネル被覆する。また、生育中の作物も可能 

な場合は被覆する。 

⑥ 放牧中の家畜は直ちに下牧させ、火山灰が多量に付着した飼料 

作物の給与は控える。茎葉の枯死した飼料作物は、まき直しを行う

か、再生可能な場合は、早めに掃除刈をして追肥を行い、再生・回復

させる。                

⑦ 被災した生産施設、加工施設等の速やかな復旧を進めること。 

⑧ 倒木や損傷した木材、製材品については二次 災害の拡大防止のた

め速やかに除去するとともに、森林病害虫の発生防除の徹底に努め

る  。 

 

 ２～３ 略 

 

第９～第１０ 略 
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 第３節 略 第３節 略 

 334 

 

 

 

 

341 

第７章 危険物等事故災害対策 

 

第１節 略 

 

第２節 応急対策 

 

第１～第５ 略 

 

第６ 石油類等危険物事故応急対策 

 

 １ 略 

 ２ 火災・爆発応急対策 

 

 （１） 略 

 

 （２）市（消防部・企画総務部）の対策 

    市（消防部・企画総務部）は、被害の状況により所轄警察署等と協力し

て避難区域又は警戒区域を判断し、区域内住民への広報、避難誘導を行

う。 

    また、市（消防部・企画総務部）は必要に応じ危険区域への立入制限、

交通規制を行う。 

 

３ 漏洩応急対策 

 

 （１）～（２） 略 

第７章 危険物等事故災害対策 

 

第１節 略 

 

第２節 応急対策 

 

第１～第５ 略 

 

第６ 石油類等危険物事故応急対策 

 

 １ 略 

 ２ 火災・爆発応急対策 

 

 （１） 略 

 

 （２）市（消防部・企画総務部）の対策 

    市（消防部・企画総務部）は、被害の状況により所轄警察署等と協力し

て避難区域又は警戒区域を判断し、区域内住民への広報、避難誘導を行

う。 

    また、市（消防部）は必要に応じ危険区域への立入制限、交通規制を

行う。 

 

 ３ 漏洩応急対策 

 

 （１）～（２） 略 
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  （３）市（建設部・市民環境部・消防部・企画総務部）の対策 

① 市（消防部）は、必要に応じ危険区域への立入規制、交通規制 

を行う。 

① 略 

② 略 

 

第７ ガス事故応急対策 

 

 １ 略 

 

 ２ ＬＰガス・一般高圧ガス 

 

 （１） 略 

 （２）市（消防部・企画総務部）の対策 

① 略 

② 市（消防部）は、必要に応じて危険区域への立入制限、交通規制を

行う。 

② 略 

③ 略 

 

３ 都市ガス 

  

 （１）事業者等の対策 

   ① 被害情報の収集・伝達 

    災害が発生した場合には、保安規程に定める処理要領に基づき、直ちに

職員の緊急出動体制をとり、施設の点検、供給区域内の巡視を行うほ

か、消費者からの通報等により被害状況を把握する。 

 （３）市（建設部・市民環境部・消防部・企画総務部）の対策 

① 市（消防部）は、必要に応じて危険区域への立入規制、交通規 

制を行う。 

② 略 

③ 略 

   

第７ ガス事故応急対策 

 

 １ 略 

 

 ２ ＬＰガス・一般高圧ガス 

 

 （１） 略 

 （２）市（消防部・企画総務部）の対策 

① 略 

② 市（消防部）は、必要に応じて危険区域への立入制限、交通規制を

行う。 

③ 略 

④ 略 

 

 ３ 都市ガス 

  

 （１）事業者等の対策 

   ① 被害情報の収集・伝達 

    災害が発生した場合には、保安規程に定める処理要領に基づき、直ちに

職員の緊急出動体制をとり、施設の点検、供給区域内の巡視を行うほ

か、消費者からの通報等により被害状況を把握する。 



 - 62 - 

編

等 
ﾍﾟｰｼﾞ 修正前 修正後 

    また、被害状況が把握された時点で、速やかに市（消防部・企画総務部）、

県、県警察等関係機関に被害状況を連絡する。 

 

   ②～⑤ 略 

 

 （２）市（消防部・企画総務部）の対策 

   

①～② 略 

 

③ 市（消防部）は、必要に応じて危険区域への立入制限、交通規制を

行う。 

 

第８ 火薬類事故応急対策 

 １～２ 略 

 

 ３ 市（消防部・企画総務部）の対策 

 

（１）市（消防部・企画総務部）は、災害時における緊急通報体制を活用し

て、災害状況を把握し、必要に応じ市民の避難誘導、立入禁止区域の設

定等を行い危害防止に努めるとともに、県に応急対策の活動状況、応援

の必要性等について報告する。 

 

（２）市（消防部）は、必要に応じて危険区域への立入制限、交通規制を行

う。 

 

    また、被害状況が把握された時点で、速やかに市（消防部・企画総務部）、

県、県警察等関係機関に被害状況を連絡する。 

 

②～⑤ 略 

 

 （２）市（消防部・企画総務部）の対策 

   

①～② 略 

 

③ 市（消防部）は、必要に応じて危険区域への立入制限、交通規制を

行う。 

 

第８ 火薬類事故応急対策 

 １～２ 略 

 

 ３ 市（消防部・企画総務部）の対策 

 

（１）市（消防部・企画総務部）は、災害時における緊急通報体制を活用し

て、災害状況を把握し、必要に応じ市民の避難誘導、立入禁止区域の設

定等を行い危害防止に努めるとともに、県に応急対策の活動状況、応援

の必要性等について報告する。 

 

（２）市（消防部）は、必要に応じて危険区域への立入制限、交通規制を行

う。 

 

  第９ 毒物・劇物事故応急対策 

 

１～２ 略 

第９ 毒物・劇物事故応急対策 

 

 １～２ 略 
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編

等 
ﾍﾟｰｼﾞ 修正前 修正後 

 

 ３ 市（消防部・企画総務部）の対策 

 

（１）市（消防部・企画総務部）は、状況により周辺住民への周知、避難勧

告、避難誘導、立入禁止区域の設定等の措置を講じる。 

 

（２）市（消防部）は、必要に応じて危険区域への立入制限、交通規制を行

う。 

 

第１０ 略 

 

第３節 略 

 

 ３ 市（消防部・企画総務部）の対策 

 

（１）市（消防部・企画総務部）は、状況により周辺住民への周知、避難勧

告、避難誘導、立入禁止区域の設定等の措置を講じる。 

 

（２）市（消防部）は、必要に応じて危険区域への立入制限、交通規制を行

う。 

 

第１０ 略 

 

第３節 略 

 


